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令和５年３月27日（月曜日）午後２時から 

  

１ 出席委員（６名） 

小 黒 仁 史    教育長 

三 留 利 夫   委 員 教育長職務代理者 

弘 瀬 知江子   委 員  

髙 橋 幸 子   委 員  

深 澤 佳 己   委 員  

北 内 英 章   委 員  

 

２ 出席職員（６名） 

教育総務部長 今 井  健太郎 

参事（教育施設担当） 河原田   光 

教育総務課長 政 木  純 也 

学務課長 大 竹  豊 和 

指導課長 早 川  隆 之 

指導企画担当課長 細 田  真 司 

 

３ 日程 

   日程第１ 教育長の報告事項 

   日程第２ 部課長の報告事項 

日程第３ 「議案審議」 

     第６号議案 大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止 

する規則 

第７号議案 大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令 

第８号議案 大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

第９号議案 大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を 

改正する規則 

第10号議案 大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

第11号議案 大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

第12号議案 大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

第13号議案 大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則 

第14号議案 大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正 

する規則 

第15号議案 第２期大田区教育 ICT化推進計画の策定について 
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（午後２時 00分開会） 

○教育長 

 ただいまから、令和５年第３回大田区教育委員会定例会を開会いたします。 

 本日は、傍聴希望者がおります。 

 委員の皆様に傍聴許可を求めます。許可してよろしいでしょうか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 傍聴を許可いたします。 

 

（傍聴者入室） 

 

○教育長 

 大田区教育委員会傍聴規則第７条により、傍聴人は、議場における言論に対して批評を

加え、または、拍手その他の方法により公然と可否を表明することは禁止されております。

ご協力をよろしくお願いいたします。 

 これより審議に入ります。本日の出席委員数は定足数を満たしていますので、会議は成

立しています。 

 まず、会議録署名委員に北内委員を指名いたします。よろしくお願いいたします。 

 続いて、本日の日程第１について、事務局職員の説明を求めます。 

 

○事務局職員 

 日程第１は、「教育長の報告事項」でございます。 

 

○教育長 

 私からは２点、ご報告申し上げます。 

 まず１点目は、ドイツのブレーメン市、アメリカのセーラム市への中学生の海外派遣を

次年度から再開することを目指しておりますので、その下見に行ってまいりました。それ

について報告をさせていただきます。 

 ３月 11 日から 16 日まで、ドイツは私と折田指導主事、管理係の水元で行ってまいりま

した。アメリカは細田指導企画担当課長と古川統括指導主事、江袋指導主事の３人で、そ

れぞれ分かれて行ってまいりました。 

 この海外派遣はコロナ禍のために、３年間ほど中止をしておりましたので、再開にあた

って安全性、現地の状況、協力要請も含めて、実地踏査という形で行かせていただきまし

た。 

 私が行ったドイツのブレーメン市については、ハンブルグで総領事の方に会って、現地

での調整等のお話をさせていただきました。 

 それから、１週間ほどと短いのですが、ホームステイが確実にできるかどうか、現地で

ホームステイの仲介をしていただいている CASA という日本語学校の方とお会いしました。
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幸いにも、その期間でもホームステイができるというような話がありました。 

 また、11月はまだ学期中ですので、現地の中学校にも訪問させていただいて、中学生同

士での意見交流などができるか伺いました。校長先生も快く迎えていただきまして、ホー

ムステイや観光に加えて、次年度は現地の中学生との交流を考えております。 

 実際に授業を見せていただくと、同じ中学でも日本と雰囲気は少し変わっているかなと

思います。ICT 等は随分活用して使っているのかなと思いますし、教室への出入りが授業

中も自由というか、用事があって出ていくことがあって、日本の学校とはちょっと雰囲気

が違いますが、そういう中学生同士が日本のことを英語でプレゼンテーションし、それに

ついて意見交換することや、環境の問題などについても現地の中学生と交流できればと思

っています。 

 実際に実施するとなると様々な課題もあるかと思いますけれども、十分に事前準備し、

安全にも配慮しながら、来年の開始に向けて取り組んでいきたいと思っております。 

 ２点目は、卒業式についてです。３月 17 日に中学校、３月 23 日に小学校の卒業式がご

ざいました。委員の皆さんにもそれぞれご参加いただいているかと思いますが、私は馬込

中学校に行かせていただきました。来賓を招くことができて、通常の卒業式に近い形でや

っていたのかなというふうに思います。在校生も参加しておりました。 

 北糀谷小学校では、在校生の５年生が参加していました。小学校のほうは、前日に WBC

の決勝戦があって日本が優勝しましたので、それについてコメントさせていただきました。

各会場で、それについて触れることもあったかもしれません。今年度はサッカーのワール

ドカップもあり、それと相通じるものがあると思いますので、そういったことを付け加え

させていただきました。 

 北糀谷小学校では、児童が呼名して卒業証書をもらう前に、将来の夢を語るのですね。

２クラスで人数は少なかったのですけれども、一人一人がしっかりとお話をして、立派な

態度だったと思いますし、その夢を語る姿が非常に印象的でございました。 

 それから、校長先生が、やはり WBC や大谷選手のことを交えながら、様々な問題や将来

に向けてお話をされていました。非常に内容が濃くて、良いお話でした。やはり教育者で

ある校長先生のお話というのは本当に価値があるし、どの学校でも素晴らしい話が聞けれ

ば、いい門出の言葉になるのではないかなと思ったところです。 

 卒業式は大変厳粛な形で、子どもたちにとって励みになる、素晴らしい行事であったと

思いまして、改めて学校教育関係の方々に感謝の気持ちが強くございます。 

 私からは以上になります。 

 何かご意見、ご質問がございましたらお願いいたします。 

 

○深澤委員 

 私は出雲中学校と羽田小学校の卒業式に参加しました。 

 北糀谷小学校と同じように、羽田小学校でも将来の私の夢というのを一人ずつ語ってい

ましたが、子どもたちは、例えば「僕はトラックの運転手になりたい」だけではなく、

「運転手になって世界中の人に夢を配りたい」というように、人や社会のためにこうした

いという思いがあり、それが人権教育を重視している学校らしく、非常に素晴らしいとこ

ろだと思いました。校長先生も「僕はトラック運転手になりたい」という生徒に対し、



 4 

「すてきな運転手さんになってね」と一言声をかけてくださって、キャッチボールになっ

ているのですね。子どもたちが、ただ参加するのではなくて、自分たちで作っていく卒業

式という雰囲気を感じ、温かくて、人生の節目を迎えた子どもたちにとっても非常に良い

機会だというふうに思いました。 

 出雲中学校は小学校とは違って、これから社会に飛び立っていく、それぞれ進路がばら

ばらになってしまうところもあって、感極まっているお子さんも親御さんも非常に多かっ

たのですが、それだけではなく先生が号泣だったのですね。若い先生だからというだけで

はなくて、生徒と先生の信頼関係が厚いのを感じて、私ももらい泣きしてしまうような、

非常に感動的な卒業式でした。 

 

○髙橋委員 

 まず、報告にありましたが、海外派遣が再開されるということで、子どもたちはとても

楽しみにしていると思いますし、中学生の交流というのもとても充実した派遣になるのか

なと嬉しく思っています。 

 卒業式は、糀谷中学校と都南小学校に伺いました。 

 子どもたちはマスクなしで参加しておりましたので、顔を一人ずつ見ることができて、

初めて見るような感じで、とても嬉しく思いました。 

 糀谷中学校に関しては、母校の卒業式というまたとない機会をいただいて、ありがとう

ございました。 

 都南小では、やはり児童が抱負を言うのですけど、何になりたいじゃなくて中学でどう

いう活躍をするか、どういうふうに中学生としてやっていくか、親に感謝とかもあって、

みんな偉いなと感心しました。校長先生は理科の先生なので、下に降りて理科の実験をし

たりして、あんまり成功したとは言えないのですけれども、心に残る思い出になるのかな

と思って見ていました。 

 ３月 12 日にヤングフェス－Oh!!盛祭－に参加しました。ステージでは中高生の発表が

ありましたが、初めての子もいて、緊張していたけれども、ここに出られて良かったとい

う話をし、これからもいろんなところで披露したいと話していました。 

 料理対決は２チームしか出ていなかったのですけれども、サンドイッチの見た目審査と

いうものに参加してきました。私はちょっと量が多そうなほうを選びました。あと手作り

の遊びもやっていたのですけれど、それぞれ中学生が担当して、子どもたちに教えてくれ

て、みんな楽しんでいました。 

 

○北内委員 

 私も卒業式に出席させていただきました。中学校は田園調布中学校、小学校は入新井第

四小学校に行ってまいりました。田園調布中学校の卒業生は、私が小学校で PTA 会長をし

ていたときの５年生の子どもたちでした。大変立派に成長していて、感動しました。 

 先ほども話がありましたが、在校生、保護者、地域の来賓も出席され、ほぼコロナ禍前

の通常の形で開催されました。児童・生徒も大きな声で応えていました。児童・生徒だけ

なく先生たちも、コロナ禍で大変だったと思います。そういう中で立派に指導して、育て

てくださった先生方に大変感謝しています。 
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○弘瀬委員 

 ３月５日にカムカム新蒲田で行われました、大田区青少年表彰式に行ってきました。小

さいときから地域に打ち解けていろんなことに参加し、それに対して表彰されることは今

後の励みにもなると思います。今後が楽しみです。 

 次に、12日にヤングフェス－Oh!!盛祭－に参加させていただきました。先ほど、髙橋委

員がおっしゃいましたように、ステージ上で、人数の多い団体や２、３人の団体もいまし

たけれども、とても楽しそうに、自分なりに表現を披露していました。 

 料理対決においては、２チームしか出ていなくて残念でした。もう少し参加者が多けれ

ばもっと良かったと思いました。 

 久しぶりに揚げパンを食べました。とっても懐かしい味がして、おいしかったです。 

 そのほか、雪谷中学校と徳持小学校の卒業式に行ってきました。 

 雪谷中学校では、曇り空で卒業式が終わるまで天気がもってくれるかなと心配していま

したが、雨も降らずに桜の花がとてもきれいでした。 

 全体の卒業式に出られなかった卒業生には、午後から一人一人を呼んで、校長室で卒業

式と同じようにやるというお話をしてくださいました。 

 校長先生はすごく優しい眼差しで、にこにこしながら一人一人に声をかけるように卒業

証書を渡していました。校長先生のお話の内容、そして最後に励ましの言葉があって、感

激しました。 

 徳持小学校は朝から雨で、それでも桜がとてもきれいでした。徳持小学校は２名ほど欠

席者がいました。小学校の６年間色々な思い出が残っているのだと思います。泣いている

お子さんもいました。 

 袴をはいている女子、紋付袴をはいた男子がいました。それは、中学校では見られない

光景でした。お母さんたちの思い入れの詰まった、そんな卒業式でした。 

 小・中学校ともに大変素晴らしい卒業式でした。 

 

○三留委員 

 私も卒業式の話をさせていただきます。 

 私は蒲田中学校と池上小学校の卒業式に参加をいたしました。委員の皆さんがおっしゃ

るように、来賓を招いての卒業式というのは３年ぶりということで、校長先生も来賓を招

いて卒業式ができて良かったという話をされていました。 

 今回の卒業生は、各委員からもありましたけれども、コロナ禍の影響を最も受けた子ど

もたちということで、どういうふうになるのかなと思っていたのですけども、どちらの学

校も、子どもたちが大変立派な態度で、感動的な素晴らしい卒業式だったと思います。 

 卒業式は、中学校では送辞、小学校では呼びかけをやるのですけれど、その一番の思い

出として語られたのが、やはり移動教室とか修学旅行のことでした。 

 コロナ禍の中で大田区は早めに方針を決定して、感染防止策を徹底し移動教室や修学旅

行などの宿泊行事をしっかりやったことは良かったなと思いました。今後も、こういった

児童・生徒ファーストで教育事業を行っていくということの大切さを感じました。 

 私も久しぶりに卒業する子どもたちの凛々しい姿を見て、感激をしたところです。 
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 それから、一昨日、JHS 春風コンサートという大田区文化振興協会が主催しているコン

サートに参加をしてきました。 

 この事業は、中学校の小規模な吹奏楽部の生徒たちの支援を目的として行われている取

組です。そういう子達を一同に集めて、プロの指導者に半年間ついて指導してもらい、最

後はアプリコのような大ホールでコンサートを行うという事業です。 

小規模の吹奏楽部に所属する子どもたちは、なかなか活動の機会も得られないし、大き

な舞台に立つことができにくいこともあり、良い機会になっていると思いました。プロの

指導者が昨年８月からついて指導し、生徒が練習する様子をビデオで見たのですけれども、

有意義な取組だと感じました。 

 短期間ですが、プロの演奏者の指導を受けながら練習してきたという自信を持って子ど

もたちが演奏していたように思います。音楽監督の話によりますと、野球少年が大谷選手

に憧れるように、子どもたちがプロの演奏家に憧れて自己研鑽をしているとのことでした。 

 参加した生徒は、一流の演奏家と一緒に、生き生きと演奏していました。大田文化振興

協会として、良い企画、取組をしていると思いました。 

 別件で、今後の教育の動向ということで話させていただきます。 

 今月の８日に、中央教育審議会から「次期教育振興基本計画について」の答申が出され

ましたので、このことに関わって、今後の大田区の教育政策について感じたところを述べ

させていただきます。 

 今回の方針では、次期教育振興基本計画の基本的な概念として、二つのことが示されて

います。１点目は、2040年以降を見据えた持続可能な社会の作り手の育成。２点目は、日

本社会に根差したウェルビーイングの向上。いずれも、今後の教育で大切にされなくては

いけないことだと私は捉えております。 

 教育政策に関する基本方針の中には、外国語教育の充実、インクルーシブ教育システム

の推進による多様な教育ニーズへの対応、STEAM 教育の推進、共生社会の実現に向けた教

育、ICT 活用による学び、コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進など

が示されています。 

 これらのことは、現在進められている大田区の教育の方向と合致すると私は思っていま

す。大田区報の３月１日号に、令和５年度の予算案が載せられていますけれども、教育分

野の重点分野の主な事業の中に、おおたグローバルコミュニケーション新設によるおおた

国際協力推進校の指定や自閉症・情緒障害特別支援学級の新設に伴う環境整備などが挙げ

られています。これらのことはまさしく、新しい教育の方向と合致すると思っております。 

 第４期教育振興基本計画につながる今回の答申は、時代の変化に対応した新しい教育の

方向を明確に示していると言えると思います。 

 答申では、教育振興基本計画は予測困難な時代における教育の方向を示す羅針盤となる

ものとしています。 

 大田区の教育振興基本計画である、次期おおた教育ビジョン改定にあたっては、今回の

答申の内容を十分参酌して、大田区の実態に合わせたものを作ってもらいたいと思ってお

ります。 

 

○教育長 
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 ありがとうございました。ほかによろしいでしょうか。 

 それでは、日程第２について事務局職員の説明を求めます。 

 

○事務局職員 

 日程第２は、「部課長の報告事項」でございます。 

 

○教育長 

 それでは、部課長の報告をよろしくお願いします。 

 

○指導課長 

 資料「令和５年度大田区立学校の研究校等について」をご覧ください。 

 大田区教育委員会の教育研究推進校は２年次に８校あります。11 月 10 日、田園調布小

学校から順次研究発表が予定されています。昨年度は各校１名の参加としておりましたが、

今年度につきましては、今後の状況を見ながら拡大の方向で検討してまいります。 

 令和６年２月 15 日には、大田区における研究の成果を広く保護者にお伝えする、「お

おたの教育研究発表会」の開催を予定しております。 

 今年度指定の新規校は、下の表にお示しした８校です。学習指導要領の趣旨を踏まえ、

本区の様々な教育課題の解決に向けた実践的な研究に取り組んでいただきます。 

 裏面に参りまして、そのほかに人権教育研究協力校３校、おおたサイエンススクール１

校、理科教育推進校４校、不登校対策実施校 28 校、生きる力を育むプログラム～大田区

における特色ある教育の推進～事業実施校として５校を指定しております。さらに、「お

おたの未来づくり」の新設に向けた研究実践校 15 校、キャリア教育モデル校１校を指定

しております。東京都教育委員会、文部科学省等が指定する研究校は２番、３番のとおり

です。 

 いずれの研究も、実践的な研究を通して大きな成果が上がることを期待しております。 

 なお、各研究校には担当の指導主事を中心に、指導課も積極的に研究をサポートしてま

いります。 

 

○教育長 

 ただいまの報告に、ご意見またはご質問はいかがでしょうか。 

 

○三留委員 

 今、各研究校の研究主題等を見せてもらいましたが、おおた教育ビジョンにつながる、

現代的な教育課題について研究する学校が多くて、その成果について期待をしているとこ

ろです。 

 これまでも話したことがありますが、それぞれの学校では、実践はもちろん一番大切な

のですけども、しっかりした学校としての論理と解明のための手立てをしっかり示して、

それに即した研究ができるように、教育委員会として指導していただきたいと思います。 

 

○教育長 
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 ほかにありますか。 

 

○北内委員 

 ぜひ、推進をお願いします。学校だけでなく、教育委員会のからも指導・サポートをよ

ろしくお願いいたします。 

 この中で、小中一貫教育というのが新しい課題だと思いますので、ぜひ勉強させてくだ

さい。 

 

○教育長 

 ほかにございますか。よろしいですか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 それでは、次の日程にうつります。 

 日程第３について、事務局職員の説明を求めます。 

 

○事務局職員 

 日程第３は「議案審議」です。 

 本日は、第６号議案から第 15号議案までの計 10件のご審議をお願いいたします。 

 それでは、議案を読み上げます。 

 第６号議案 大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

 第７号議案 大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令 

 第８号議案 大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

 第９号議案 大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を改正する

規則 

 第 10号議案 大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

 第 11号議案 大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

 第 12号議案 大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

 第 13号議案 大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則 

 第 14 号議案 大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規

則 

 第 15号議案 第２期大田区教育 ICT化推進計画の策定について 

 以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○教育長 

 それでは、ただいまの議案について、事務局職員の説明を求めます。 

 

○教育総務課長 

 私からは、第６号議案から第 14 号議案の９件について、ご説明をさせていただきます。 
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 議案数が多いということもございますので、３件ずつ区切ってご説明し、ご承認・ご決

定をいただくという流れで進めさせていただきます。 

 まず初めに、第６号議案についてご説明いたします。 

 第６号議案は、「大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止する

規則」でございます。 

 こちらは、大田区個人情報の保護に関する法律施行条例施行規則（令和５年４月１日施

行）が制定され、区長等とともに教育委員会が、同規則において個人情報保護の実施機関

として定められたことにより、重複する規程を整理するため、既存の教育委員会規則を廃

止するというものでございます。 

 続いて、第７号議案と第８号議案の２件を一括してご説明いたします。 

 第７号議案「大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令」及び第

８号議案「大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令」につきましては、令和５年

４月１日から、個人情報の保護に関する法律が自治体に直接適用されることにより、「大

田区個人情報保護条例」を廃止し、新たに「大田区個人情報の保護に関する法律施行条例」

を制定したことに伴い、同条例に合わせて規程を整理するため、訓令を改正するというも

のでございます。 

 以上、６、７、８号議案についてご説明をさせていただきました。ご審議のほど、よろ

しくお願いいたします。 

 

○教育長 

 それでは、ただいまの報告についてご意見、ご質問はございますか。 

 

○三留委員 

 今、教育総務課長から規則の廃止、訓令の改正について説明がございましたけれども、

説明があったように、個人情報の保護に関する法律が、直接自治体に適用されるというこ

とに伴うものとなっております。 

 大田区情報公開条例が改正されたことに伴う廃止及び文言整理ということで、大きな変

化がないと捉えております。 

 

○教育長 

 よろしいですか。 

 それでは、原案のとおり決定してよろしいでしょうか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 それでは、第６、７、８号議案について、原案のとおり決定いたします。 

 それでは続けて、事務職員の説明を求めます。 

 

○教育総務課長 
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 続きまして、第９号議案から第 11 号議案までの３件についてご説明をさせていただき

ます。 

 第９号議案「大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を改正する

規則」、第 10 号議案「大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令」及び第 11

号議案「大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令」につきましては、令和５年４

月１日から個人情報の保護に関する法律が自治体に直接適用されることによりまして、

「大田区情報公開条例」が改正されたことに伴い、同条例に合わせて規程を整理するため、

規則及び訓令の改正を行うというものでございます。 

 説明については以上でございます。以上３件についてご審議、ご決定をよろしくお願い

いたします。 

 

○教育長 

 ご意見、ご質問はありますでしょうか。 

 

○三留委員 

 これについても文言整理と思っております。例えば、情報開示にあたって「非開示」と

いう言葉が耳慣れた言葉なのですけれども、今度は「不開示」というような言い方になる

とか、根本法が変わったことによる修正と捉えております。 

 

○教育長 

 それでは、原案のとおり決定してよろしいでしょうか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 それでは第９、10、11号議案について、原案のとおり決定いたします。 

 続けて事務局職員の説明を求めます。 

 

○教育総務課長 

 第 12号議案から第 14号議案までの３件についてご説明をさせていただきます。 

 第 12 号議案につきましては、「大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則」でご

ざいます。 

 不登校特例校分教室（みらい学園中等部）の保管責任者を教育センター所長から区立学

校長（御園中学校長）に変更するとともに、教育センター所長の担任区分を変更するため、

規則改正を行うものでございます。 

 続きまして、第 13 号議案「大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正す

る規則」でございます。 

 こちらは、地方公務員法の改正に伴う、60歳定年の引上げにより、令和５年４月１日か

ら定年退職者の再任用短時間職員が定年前再任用短時間勤務職員に置きかわるため、本規

則で引用する地方公務員法の参照条項を整理するため、改正を行うというものでございま
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す。 

 最後は、第 14 号議案「大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改

正する規則」でございます。 

 こちらは、大田区立学校講師につきましては、教育公務員特例法が適用される教員公務

員として、大田区教育委員会が任命してございます。このたび、令和５年度設置予定の

OGC（おおたグローバルコミュニケーション科）で教鞭を執るグローバルコミュニケーシ

ョンティーチャーも、この大田区立学校講師の枠組みに入れることに伴いまして、職務免

除等に関する規程を整理するため、改正を行うというものでございます。 

 12、13、14号の３件の説明は以上でございます。ご審議、ご決定をよろしくお願いいた

します。 

 

○教育長 

 ただいまのご説明にご意見、ご質問はございますか。 

 

○三留委員 

 組織編成の変更や新しい職の新設などによる変更で、実態に合わせた改正と捉えており

ます。 

 

○教育長 

 それでは、原案のとおり決定してよろしいでしょうか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 それでは第 12、13、14号議案について、原案のとおり決定いたします。 

 続けて、事務局職員の説明を求めます。 

 

○指導企画担当課長 

 私から、第 15 号議案「第２期大田区教育 ICT 化推進計画の策定について」ご説明させ

ていただきます。 

 まず、現行の大田区教育 ICT 化推進計画が今年度末をもって終了します。そのため、令

和５年度以降の、大田区における教育の ICT 化を推進するために次の計画を策定するもの

でございます。 

 現行の計画は、一人１台のタブレット端末環境の早期実現を大きな目標としており、小

学校では令和３年２月に、中学校では令和３年５月に、その環境整備を完了しております。 

第２期の計画の策定にあたっては、現行計画の取組状況を検証するとともに、今後の学校

教育の情報化の方向性へ柔軟に対応するため、昨年末に国が策定した学校教育情報化推進

計画を参考とし、庁内関係課や ICT 教育を代表する学校管理職の皆様等から各種ご意見を

いただいております。 

 基本方針は児童、生徒、教員、環境整備推進体制と校務改善の視点から、四つの柱立て



 12 

に再編しました。方針に基づき実施する各種取組は、整備された環境を児童・生徒のため

に効果的に活用することについてまとめてあります。 

 計画期間は令和５年度から９年度までの５年間としましたが、ICT 技術の進展の速度や

国や都が示す教育の情報化へ適切に対応するため、必要に応じ、３年を目途に適宜見直し

を図っていきたいと考えております。 

 説明は以上でございます。ご審議、ご決定のほどよろしくお願いいたします。 

 

○教育長 

 ただいまの説明にご意見、ご質問はありますか。 

 

○北内委員 

 コロナ禍の中で、ICT 端末や環境を整えてくださり、ありがとうございました。今後も

この新しい来年度からの計画で、さらに ICT を活用する方向で進めていただきたいと思い

ます。 

 ぜひよろしくお願いいたします。 

 

○三留委員 

 前回の計画に比べて、大分内容が整理され、必要なことも網羅されたと思います。この

計画で進めていただくことで良いのではないかと思います。 

 

○深澤委員 

 令和３年度に一人１台タブレット端末の環境が整って、その後加速度的に教育における

ICT化というのが進んできたように思います。 

 ただ、これまでいろいろな課題が見えてきたこともありまして、今回の推進計画では、

それらの課題や問題点を重点的に整理されたものであると理解しております。特に、学校

間で情報活用能力に差が生じないように底上げを図るという点や、情報モラルに関する知

識を十分身につけることが必要であるという点が挙げられます。健康面への配慮などは教

育委員会でもかなり議論がされてきたものであって、これからの課題としても今後取り組

んでいくということなので、私はこの推進計画については賛同したいと考えております。 

 

○教育長 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、原案のとおり決定してよろしいでしょうか。 

 

（「はい」との声あり） 

 

○教育長 

 それでは、第 15号議案につきまして、原案のとおりとさせていただきます。 

 これをもちまして、令和５年第３回教育委員会定例会を閉会いたします。 

（午後２時 41分閉会） 



令和５年 第３回 教育委員会 定例会  ３月 27日(月) 午後２：00～ 

                                 教育委員会室 

＜教育長の報告事項＞ 

 

＜部課長の報告事項＞ 

□教育総務部長        

□参事（教育施設担当） 

□教育総務課長        

□教育施設担当課長      

□副参事（教育地域力担当）  

□副参事（施設調整担当）   

□学務課長   

□指導課長      令和５年度大田区立学校の研究校等について 

□指導企画担当課長 

□学校支援担当課長 

□副参事（法務担当）     

□教育センター所長 

□幼児教育センター所長 

      □大田図書館長  

 

 

＜議案審議＞ 

第６号議案 大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

第７号議案 大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令 

第８号議案 大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

第９号議案 大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を改正する規則 

第 10号議案 大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

第 11号議案 大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

第 12号議案 大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

第 13号議案 大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則 

第 14号議案 大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則 

第 15号議案 第２期大田区教育 ICT化推進計画の策定について 



令和５年３月 27 日 

令和５年第３回教育委員会定例会日程 

日程第１ 教育長の報告事項 

 

日程第２ 部課長の報告事項 

 

日程第３ 議案審議 

第６号議案 大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する 

規則を廃止する規則 

第７号議案 大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改 

正する訓令 

第８号議案 大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

第９号議案 大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規 

則の一部を改正する規則 

第 10号議案 大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

第 11号議案 大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

第 12号議案 大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

第 13号議案 大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改 

正する規則 

第 14号議案 大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の 

一部を改正する規則 

第 15号議案 第２期大田区教育 ICT化推進計画の策定について 

 



令和５年度 大田区立学校の研究校等について 
 

令和５年４月６日 
 
１ 大田区教育委員会の研究校 
（１）教育研究推進校＜２年次８校＞ 

 

（２）教育研究推進校＜１年次８校＞ 

学校名 研究主題 
担当指導主事 
発表会実施日 

大森第三小学校 
未来をつくる健康教育 
～生涯にわたって健康を保持、増進する資質・能力の育成～ 

浅羽 
R5.11.14 

田園調布小学校 
自己の学習課題を見いだし、粘り強く解決しようとする児童の育成  

～「できる・分かる」の積み重ねを通して～ 
原口 

R5.11.10 

洗足池小学校 
未来社会を創造的に生きる子どもの育成 

～「未来創造プログラム」作成のためのカリキュラム・マネジメントを通して～ 
村松 

R5.12.7 

矢口小学校  
地域とともに生きる児童の育成 

～地域財発掘からのカリキュラム開発～ 
清水 

R5.11.27 

相生小学校  
児童一人ひとりの「自己へのはたらきかけ」と「他者へのはたらきかけ」の育成   

～道徳科、特別活動、体育科の指導を通して～ 
江袋 

R6.2.5 

南蒲小学校  
自尊感情を高め、学級や学校で主体的に取り組む児童の育成  

～キャリア教育を通した指導の工夫～ 
遠藤 

R6.1.26 

大森第六中学校 
持続可能な社会を構築する担い手の育成を目指して 

～未来を創造するコンピテンシーとは～ 
宮澤 

R6.1.29 

蓮沼中学校  
いじめの未然防止・不登校（傾向）生徒へのさらなる対応のために  

～協働学習を通した学び合う教室づくり～ 
折田 

R6.1.30 

学校名 研究主題 担当指導主事 

大森東小学校 豊かな国際感覚を身に付けたグローバル人材の育成 江袋 

山王小学校 
自ら学び、問題を解決しようとする児童の育成 

～「おおたの未来づくり」に向けた授業づくりを通して～ 
村松 

清水窪小学校 
科学大好きな子どもを育てる 

～サイエンスコミュニケーション科の学習を通して～ 
原口 

北糀谷小学校 
主体的に取り組む児童の育成  

～キャリア教育の実践と評価～ 
清水 

萩中小学校 
指導の工夫を明確にした理科授業の実践 

～大田区理科教育推進拠点校としての取組を通して～ 
折田 

雪谷中学校 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた生徒用タブレット活用の工夫 宮澤 

志茂田小学校 

令和の日本型学校教育の実現に向けた小中一貫教育の推進 

浅羽 

志茂田中学校 遠藤 



 
（３）人権教育研究協力校      入新井第二小 糀谷小 糀谷中（担当指導主事 遠藤） 
 
（４）おおたサイエンススクール   清水窪小     （担当指導主事 原口） 
 
（５）理科教育推進校        清水窪小 入新井第一小 

萩中小  南六郷小     （担当指導主事 原口） 
 
（６）不登校対策実施校       中学校 全 28校       （担当指導主事 折田） 
 
（７）生きる力をはぐくむプログラム～大田区における特色ある教育の推進～事業実施校 

入新井第五小 赤松小 清水窪小 
馬込中 大森第六中     （担当指導主事 折田） 

 
（８）大田区教育委員会独自教科新設に向けた研究実践校 

大森第五小  大森東小 
入新井第一小  調布大塚小 
久原小    小池小 
赤松小    東糀谷小 
北糀谷小   中萩中小 
出雲小    志茂田小 
東六郷小   矢口小 
道塚小             （担当指導主事 遠藤） 

 
 
（９）キャリア教育モデル校     南蒲小            （担当指導主事 清水） 
 
 
２ 東京都教育委員会の研究校 

 
 
３ 文部科学省等の研究校 
教育課程実践検証協力校            入新井第五小 松仙小 北糀谷小 萩中小 

 

研究 学校名 
担当指導主事 
発表会実施日 

学校と家庭の連携推進校 糀谷小 大森第三中 折田 

人権尊重教育推進校 蒲田小 羽田小 
清水・遠藤 
R6.1.23 

（羽田小） 

小学校教科担任制等推進校 池上小 折田 

地域人材・資源活用推進校 入新井第一小 宮澤 



 

 第６号議案 

   大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則を廃止する規則 

 大田区教育委員会が管理する個人情報の保護に関する規則（平成11年教育委員

会規則第２号）は、廃止する。 

   付 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、廃止前の大田区教育委員会が管理する個人情報の保護

に関する規則第７条の規定により行われた開示等の請求で、当該請求について

決定をしていないものについては、大田区個人情報の保護に関する法律施行条

例施行規則（令和５年規則第９号）の相当規定により自己情報の開示等の請求

が行われたものとみなす。 

 （提案理由） 

大田区個人情報の保護に関する法律施行条例施行規則の制定に伴い、重複する

規定を整理するため、規則を廃止する必要があるので、この案を提出する。 



 

 第７号議案 

   大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育委員会事務局事案決定手続規程の一部を改正する訓令 

 大田区教育委員会事務局事案決定手続規程（平成13年教育委員会訓令甲第14号）

の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項第26号及び第３項第12号中「自己情報」を「保有個人情報」に改

める。 

付 則 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 個人情報の保護に関する法律の改正及び大田区個人情報の保護に関する法律施

行条例の制定に伴い、規定を整理するため、訓令を改正する必要があるので、こ

の案を提出する。 
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大田区教育委員会事務局事案決定手続規程（平成 13年教育委員会訓令甲第14号）新旧対照

表 

新 旧 

○大田区教育委員会事務局事案決定手

続規程 

○大田区教育委員会事務局事案決定手

続規程 

平成13年６月１日 平成13年６月１日 

教育委員会訓令甲第14号 教育委員会訓令甲第14号 

第１条から第４条まで（現行のとおり） 第１条から第４条まで（略） 

（決定対象事案） （決定対象事案） 

第５条（現行のとおり） 

２ 部長の決定すべき事案は、おおむね次の

とおりとする。 

(１)から（25）まで（現行のとおり） 

第５条（略） 

２ 部長の決定すべき事案は、おおむね次の

とおりとする。 

(１)から（25）まで（略） 

(26) 公文書の開示（任意的開示を含む。）

及び保有個人情報の開示等のうち、異例

に属するものの可否を決定すること。た

だし、事前に総務部総務課長に協議する

こと。 

(26) 公文書の開示（任意的開示を含む。）

及び自己情報の開示等のうち、異例に属

するものの可否を決定すること。ただし、

事前に総務部総務課長に協議すること。 

(27)（現行のとおり） (27)（略） 

３ 課長の決定すべき事案は、おおむね次の

とおりとする。 

(１)から（11）まで（現行のとおり） 

３ 課長の決定すべき事案は、おおむね次の

とおりとする。 

(１)から（11）まで（略） 

(12) 公文書の開示及び保有個人情報の

開示等の可否を決定すること。 

(13)から（28）まで（現行のとおり） 

(12) 公文書の開示及び自己情報の開示

等の可否を決定すること。 

(13)から（28）まで（略） 

４（現行のとおり） ４（略） 

第６条から第16条まで（現行のとおり） 第６条から第16条まで（略） 

付 則  

この訓令は、令和５年４月１日から施行す

る。 

 

 



 

 第８号議案 

   大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区立学校事案決定規程の一部を改正する訓令 

 大田区立学校事案決定規程（平成12年教育委員会訓令甲第19号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表４の項中「自己情報」を「保有個人情報」に改める。 

付 則 

この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

（提案理由） 

 個人情報の保護に関する法律の改正及び大田区個人情報の保護に関する法律施

行条例の制定に伴い、規定を整理するため、訓令を改正する必要があるので、こ

の案を提出する。 
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大田区立学校事案決定規程（平成12年教育委員会訓令甲第19号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区立学校事案決定規程 ○大田区立学校事案決定規程 

平成12年６月26日 平成12年６月26日 

教育委員会訓令甲第19号 

第１条から第15条まで（現行のとおり） 

教育委員会訓令甲第19号 

第１条から第15条まで（略） 

付 則  

この訓令は、令和５年４月１日から施行す

る。 

 

別表（第４条関係） 

件名 区分 校長決定 副校長決定 

１から３まで（現行のとおり） 

４  学

校 事

務 の

管 理

に 関

す る

こと。 

(１ ) 文

書 の 管

理 に 関

す る こ

と。 

１及び２（現

行 の と お

り） 

３  公 文 書

の開示（任

意的開示を

含む。）、

保有個人情

報の開示等

に関するこ

と。ただし、

教育総務部

教育総務課

長に協議す

ること。 

４及び５（現

行 の と お

り） 

１ か ら ３ ま

で（現行の

とおり） 

 

(２)から(６)まで（現行のとおり） 
 

別表（第４条関係） 

件名 区分 校長決定 副校長決定 

１から３まで（略） 

４  学

校 事

務 の

管 理

に 関

す る

こと。 

(１ ) 文

書 の 管

理 に 関

す る こ

と。 

１ 及 び ２

（略） 

 

３  公 文 書

の開示（任

意的開示を

含む。）、

自己情報の

開示等に関

すること。

ただし、教

育総務部教

育総務課長

に協議する

こと。 

４ 及 び ５

（略） 

１ か ら ３ ま

で（略） 

 

(２)から(６)まで（略） 
 

備考（現行のとおり） 備考（略） 

 



 

 第９号議案 

   大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を改正する

規則 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則の一部を改正する

規則 

 大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則（昭和60年教育委員会

規則第26号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項第３号中「公文書非開示決定通知書」を「公文書不開示決定通知

書」に改める。 

 第３条第３項中「第７条第５項」を「第７条第４項」に改め、同条第４項中

「公文書非開示決定通知書」を「公文書不開示決定通知書」に改める。 

 第４条第１号中「公文書任意的開示・非開示決定通知書」を「公文書任意的開

示・不開示決定通知書」に改める。 

 第５条第１項に後段として次のように加える。 

  この場合において、公文書の開示を受ける者は、前２条の規定による決定通 

知書を提示しなければならない。 

第５条第３項及び第４項を次のように改める。 

３ 電磁的記録についての公文書の開示は、次の各号に掲げる電磁的記録の種別

に応じ、当該各号に掲げる方法とする。 

(１) 録音テープ、ビデオテープその他音声又は映像が記録された電磁的記録 

当該電磁的記録を専用機器により再生したものの視聴又は複写したものの 

交付 



 

(２) 前号に規定する電磁的記録以外の電磁的記録 当該電磁的記録を用紙に 

出力したものの閲覧又は交付 

４ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電磁的記録を専用機器により再生した 

ものの閲覧又は複写したものの交付の方法により開示することが容易であると 

きは、当該方法とすることができる。 

第５条に次の１項を加える。 

５ 前２項に定める方法による電磁的記録の開示にあっては、教育委員会は、当

該電磁的記録の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他正当な理

由があるときは、当該電磁的記録を複写したもの又は用紙に出力したものの写

しにより、これを行うことができる。 

第 10 条中「次の各号に掲げるもの」を「大田区教育委員会文書管理規程（平

成 10 年教育委員会訓令甲第１号）に基づく文書目録その他教育委員会が別に定

める資料」に改め、同条各号を削る。 

別記第５号様式中「公文書非開示決定通知書」を「公文書不開示決定通知書」 

に改める。 

 別記第６号様式の２中「第７条第５項」を「第７条第４項」に改める。 

 別記第７号様式中「公文書任意的開示・非開示決定通知書」を「公文書任意的

開示・不開示決定通知書」に改める。 

   付 則 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第３条及び第４条の規定は、この規則の施行の日以降に請求又は申

出を受理したものから適用し、同日前に請求又は申出を受理したものについて

は、なお従前の例による。 

 （提案理由） 

 大田区情報公開条例の改正に伴い、規定を整理するため、規則を改正する必要



 

があるので、この案を提出する。 
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大田区教育委員会が管理する公文書の開示に関する規則（昭和60年教育委員会規則第26号）

新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育委員会が管理する公文書

の開示に関する規則 

○大田区教育委員会が管理する公文書

の開示に関する規則 

昭和60年12月26日 昭和60年12月26日 

教育委員会規則第26号 教育委員会規則第26号 

第１条及び第２条（現行のとおり） 第１条及び第２条（略） 

（通知書の様式） （通知書の様式） 

第３条  条例第７条第４項の規定による決

定の通知を書面により行う場合の通知書

の様式は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定めるところによる。 

第３条  条例第７条第４項の規定による決

定の通知を書面により行う場合の通知書

の様式は、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定めるところによる。 

(１)及び(２)（現行のとおり） (１)及び(２)（略） 

(３ ) 公文書の開示をしない場合  公文

書不開示決定通知書（別記第５号様式） 

(３ ) 公文書の開示をしない場合  公文

書非開示決定通知書（別記第５号様式） 

２（現行のとおり） ２（略） 

３ 条例第７条第４項の規定により、公文書

の不存在についての通知をするときは、公

文書不存在通知書（別記第６号様式の２）

による。 

３ 条例第７条第５項の規定により、公文書

の不存在についての通知をするときは、公

文書不存在通知書（別記第６号様式の２）

による。 

４ 条例第11条の２の規定により、開示の請

求を拒否する場合において、これを書面で

行うときは、第１項第３号の公文書不開示

決定通知書により、請求者に通知するもの

とする。 

４ 条例第11条の２の規定により、開示の請

求を拒否する場合において、これを書面で

行うときは、第１項第３号の公文書非開示

決定通知書により、請求者に通知するもの

とする。 

第４条  公文書の任意的な開示の申出に対

し、決定通知を書面により行う場合の通知

書の様式は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

第４条  公文書の任意的な開示の申出に対

し、決定通知を書面により行う場合の通知

書の様式は、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところによる。 

(１) 公文書の開示をする場合（一部を開

示する場合を含む。）又は公文書の開示

をしない場合 公文書任意的開示・不開

示決定通知書（別記第７号様式） 

(１) 公文書の開示をする場合（一部を開

示する場合を含む。）又は公文書の開示

をしない場合 公文書任意的開示・非開

示決定通知書（別記第７号様式） 

(２)（現行のとおり） (２)（略） 

（開示の方法等） （開示の方法等） 

第５条 公文書の開示（任意的な開示の場合

を含む。以下同じ。）は、当該公文書を管

理する課において職員の立会いのもとに

行うものとする。この場合において、公文

書の開示を受ける者は、前２条の規定によ

る決定通知書を提示しなければならない。 

第５条 公文書の開示（任意的な開示の場合

を含む。以下同じ。）は、当該公文書を管

理する課において職員の立会いのもとに

行うものとする。 
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新 旧 

２（現行のとおり） ２（略） 

３ 電磁的記録についての公文書の開示は、

次の各号に掲げる電磁的記録の種別に応

じ、当該各号に掲げる方法とする。 

３ 電磁的記録（ビデオテープ及び録音テー

プを除く。以下この条において同じ。）に

ついての公文書の開示は、当該電磁的記録

を通常の事務処理の方法で印字装置を用

いて出力したものの閲覧又は交付により

行う。 

(１) 録音テープ、ビデオテープその他音声

又は映像が記録された電磁的記録  当該

電磁的記録を専用機器により再生したも

のの視聴又は複写したものの交付 

（新設） 

(２ ) 前号に規定する電磁的記録以外の電

磁的記録  当該電磁的記録を用紙に出力

したものの閲覧又は交付 

（新設） 

４ 前項第２号の規定にかかわらず、当該電

磁的記録を専用機器により再生したもの

の閲覧又は複写したものの交付の方法に

より開示することが容易であるときは、当

該方法とすることができる。 

４ 前項の規定にかかわらず、当該電磁的記

録をディスプレイに出力したものの視聴

又は光ディスクその他の電磁的記録媒体

に複写したものの交付が容易であるとき

は、当該電磁的記録の視聴又は当該複写し

たものの交付により開示を行うことがで

きる。 

５  前２項に定める方法による電磁的記録

の開示にあっては、教育委員会は、当該電

磁的記録の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるときその他正当な理由があ

るときは、当該電磁的記録を複写したもの

又は用紙に出力したものの写しにより、こ

れを行うことができる。 

 （新設） 

第６条から第９条の２まで（現行のとおり） 第６条から第９条の２まで（略） 

（公文書目録等の作成） （公文書目録等の作成） 

第 10条  条例第 17条の規定による公文書目

録等は、大田区教育委員会文書管理規程

（平成10年教育委員会訓令甲第１号）に基

づく文書目録その他教育委員会が別に定

める資料とする。 

第 10条  条例第 17条の規定による公文書目

録等は、次の各号に掲げるものとする。 

（削除） (１ ) 東京都大田区教育委員会文書編集

保存規程（昭和60年教育委員会訓令甲第1

5号）に基づく文書分類表 

（削除） (２) 大田区教育委員会文書管理規程（平

成10年教育委員会訓令甲第１号）に基づ

く文書目録 

（削除） (３ ) その他教育委員会が別に定める資



 

3 

新 旧 

料 

第11条（現行のとおり） 第11条（略） 

付 則  

１ この規則は、令和５年４月１日から施行

する。 

 

２ 改正後の第３条及び第４条の規定は、こ

の規則の施行の日以降に請求又は申出を

受理したものから適用し、同日前に請求又

は申出を受理したものについては、なお従

前の例による。 

 

別記 別記 

第１号様式（第２条関係）から第４号様式（第

３条関係）まで（現行のとおり） 

第１号様式（第２条関係）から第４号様式（第

３条関係）まで（略） 

第５号様式（第３条関係）（一部改正） 第５号様式（第３条関係） 

第６号様式（第３条関係）（現行のとおり） 第６号様式（第３条関係）（略） 

第６号様式の２（第３条関係）（一部改正） 第６号様式の２（第３条関係） 

第７号様式（第４条関係）（一部改正） 第７号様式（第４条関係） 

第８号様式（第４条関係）及び第９号様式（第

９条の２関係）（現行のとおり） 

第８号様式（第４条関係）及び第９号様式（第

９条の２関係）（略） 

 



 （新）  

第５号様式（第３条関係） 

第     号   

年  月  日   

公 文 書 不 開 示 決 定 通 知 書                

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示請求に対して、次のとおり開示

しないことと決定しましたので通知します。 

公文書の件名又は内

容 

 

開示することができ

ない理由 

大田区情報公開条例第９条第２項第  号に該当 

開示できる予定の期

限 

 当該公文書は、  年  月  日以後であれば開示でき

ますので、同日以後改めて開示請求をしてください。 

担 当 課 

 

注１ この処分に不服がある場合には、この処分があつたことを知つた日の翌日から起

算して３か月以内に、大田区教育委員会に対して審査請求をすることができます

（なお、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内であつて

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができ

なくなります。）。 

２ この処分については、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か

月以内に、大田区を被告として（訴訟において大田区を代表する者は、大田区教育

委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この

処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内であつても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消し

の訴えを提起することができます。 



 （旧）  

第５号様式（第３条関係） 

第     号   

年  月  日   

公 文 書 非 開 示 決 定 通 知 書                

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示請求に対して、次のとおり開示

しないことと決定しましたので通知します。 

公文書の件名又は内

容 

 

開示することができ

ない理由 

大田区情報公開条例第９条第２項第  号に該当 

開示できる予定の期

限 

 当該公文書は、  年  月  日以後であれば開示でき

ますので、同日以後改めて開示請求をしてください。 

担 当 課 

 

注１ この処分に不服がある場合には、この処分があつたことを知つた日の翌日から起

算して３か月以内に、大田区教育委員会に対して審査請求をすることができます

（なお、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月以内であつて

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができ

なくなります。）。 

２ この処分については、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か

月以内に、大田区を被告として（訴訟において大田区を代表する者は、大田区教育

委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この

処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内であつても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消し

の訴えを提起することができます。 



 （新） 

第６号様式の２（第３条関係） 

第     号   

年  月  日   

公 文 書 不 存 在 通 知 書                

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示の請求・申出については、該当

する公文書がありませんので大田区情報公開条例第７条第４項の規定により通知します。 

請求の内容 

 

不存在理由 

 

担 当 課 

 

備 考 

 

注１ この処分（大田区情報公開条例第15条の規定に基づく任意的な開示の申出に係る

ものを除く。以下同じ。）に不服がある場合には、この処分があつたことを知つた

日の翌日から起算して３か月以内に、大田区教育委員会に対して審査請求をするこ

とができます（なお、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月

以内であつても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

２ この処分については、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か

月以内に、大田区を被告として（訴訟において大田区を代表する者は、大田区教育

委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この

処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内であつても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消し

の訴えを提起することができます。 



 （旧）  

第６号様式の２（第３条関係） 

第     号   

年  月  日   

公 文 書 不 存 在 通 知 書                

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示の請求・申出については、該当

する公文書がありませんので大田区情報公開条例第７条第５項の規定により通知します。 

請求の内容 

 

不存在理由 

 

担 当 課 

 

備 考 

 

注１ この処分（大田区情報公開条例第15条の規定に基づく任意的な開示の申出に係る

ものを除く。以下同じ。）に不服がある場合には、この処分があつたことを知つた

日の翌日から起算して３か月以内に、大田区教育委員会に対して審査請求をするこ

とができます（なお、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して３か月

以内であつても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。）。 

２ この処分については、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か

月以内に、大田区を被告として（訴訟において大田区を代表する者は、大田区教育

委員会となります。）、処分の取消しの訴えを提起することができます（なお、この

処分があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内であつても、この処分

の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなります。）。ただし、上記１の審査請求をした場合には、当該審査請求に対

する裁決があつたことを知つた日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消し

の訴えを提起することができます。 



 （新）  

第７号様式（第４条関係） 

第     号   

年  月  日   

公文書任意的開示・不開示決定通知書 

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示申出に対して、次のとおり

全部・一部開示する
開示しない

  ことと決定したので通知します。 

公文書の件名又は

内容 

 

開 示 の 方 法   閲 覧    視 聴    写しの交付 

開示することがで

きない場合 その

理由 

大田区情報公開条例第９条第２項第  号に該当 

開示の日時及び場

所 

  年  月  日 
午前
午後

  時から 
午前
午後

  時までの間に

（         ）にお越しください。 

担 当 課 

 

 注１ 来庁の際には、この通知書を係員に提示してください。 

２ 上記の日時に来られない場合は、事前に担当課まで連絡してください。 

処 理 欄 
 写しの枚数    枚  費 用    円 

             郵送料    円 

 



 （旧）  

第７号様式（第４条関係） 

第     号   

年  月  日   

公文書任意的開示・非開示決定通知書 

         様 

大田区教育委員会□印    

年  月  日付けで受理した公文書の開示申出に対して、次のとおり

全部・一部開示する
開示しない

  ことと決定したので通知します。 

公文書の件名又は

内容 

 

開 示 の 方 法   閲 覧    視 聴    写しの交付 

開示することがで

きない場合 その

理由 

大田区情報公開条例第９条第２項第  号に該当 

開示の日時及び場

所 

  年  月  日 
午前
午後

  時から 
午前
午後

  時までの間に

（         ）にお越しください。 

担 当 課 

 

 注１ 来庁の際には、この通知書を係員に提示してください。 

２ 上記の日時に来られない場合は、事前に担当課まで連絡してください。 

処 理 欄 
 写しの枚数    枚  費 用    円 

             郵送料    円 

 



 

 第 10号議案 

   大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育委員会文書管理規程の一部を改正する訓令 

 大田区教育委員会文書管理規程（平成10年教育委員会訓令甲第１号）の一部を

次のように改正する。 

 第31条第３項中「非開示情報」を「不開示情報」に改める。 

 別記第11号様式中「非開示」を「不開示」に改める。 

付 則 

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現に改正前の大田区教育委員会文書管理規程別記第 11

号様式により起案されている起案様式は、改正後の大田区教育委員会文書管理

規程別記第 11号様式により起案された起案様式とみなす。 

（提案理由） 

 大田区情報公開条例の改正に伴い、規定を整理するため、訓令を改正する必要

があるので、この案を提出する。 



1 

大田区教育委員会文書管理規程（平成10年教育委員会訓令甲第１号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育委員会文書管理規程 ○大田区教育委員会文書管理規程 

平成10年３月31日 平成10年３月31日 

教育委員会訓令甲第１号 教育委員会訓令甲第１号 

第１条から第30条まで（現行のとおり） 第１条から第30条まで（略） 

（保存文書の廃棄） （保存文書の廃棄） 

第31条（現行のとおり） 第31条（略） 

２（現行のとおり） ２（略） 

３ 第１項の規定による廃棄は、溶解、焼却

その他適切な方法により行わなければな

らない。この場合において、当該保存文書

に、大田区情報公開条例（昭和 60年条例第

51号）第９条第２項各号に規定する不開示

情報が記録されているときは、当該不開示

情報が外部に漏れることのないように配

慮するものとする。 

３ 第１項の規定による廃棄は、溶解、焼却

その他適切な方法により行わなければな

らない。この場合において、当該保存文書

に、大田区情報公開条例（昭和 60年条例第

51号）第９条第２項各号に規定する非開示

情報が記録されているときは、当該非開示

情報が外部に漏れることのないように配

慮するものとする。 

（電子文書の保存等） （電子文書の保存等） 

第31条の２（現行のとおり） 第31条の２（略） 

第31条の３（現行のとおり） 第31条の３（略） 

第32条及び第33条（現行のとおり） 第32条及び第33条（略） 

付 則  

１ この訓令は、令和５年４月１日から施 

行する。 

 

２  この訓令の施行の際現に改正前の大田

区教育委員会文書管理規程別記第 11号様

式により起案されている起案様式は、改正

後の大田区教育委員会文書管理規程別記

第 11号様式により起案された起案様式と

みなす。 

 

第３号様式（第９条、第 20条関係）から第10 

号様式（第12条、第13条関係）まで（現行の 

とおり） 

第３号様式（第９条、第 20条関係）から第10 

号様式（第12条、第13条関係）まで（略） 

第11号様式（一部改正） 第11号様式（第15条関係） 

第12号様式（第25条関係）及び第13号様式（第

27条関係）（現行のとおり） 

第12号様式（第25条関係）及び第13号様式（第

27条関係）（略） 

 



 （新）  

第11号様式（第15条関係） 

分
類 

事業コード 事項 保存年限 回付・施行上の注意 

         

収 発 第       号 一括処理 
起 

案 

者 

部 

課 

係 

電話 

収受 年    月    日 第 号 

起案 年    月    日 第 号 

決定 年    月    日 第 号 

施行 年    月    日 第 号 

件名                          

                            

 

左記のことについて 

 下記 ・ 別紙のとおり 

する。 

審議及び決定権者 審  査 
公 印 

係 長 課 長 部 長 教育長  文書主任  

        

協議 関与者の所見 

第
一
次
判
断 

□開示 □部分開示 □不開示 

不開示の時限性 

□有 

 （        ）まで 

□無 

不開示の根拠 

 条例第９条第２項第( )号 

備考 決定後供覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （旧） 

第11号様式（第15条関係） 

分
類 

事業コード 事項 保存年限 回付・施行上の注意 

         

収 発 第       号 一括処理 
起 

案 

者 

部 

課 

係 

電話 

収受 年    月    日 第 号 

起案 年    月    日 第 号 

決定 年    月    日 第 号 

施行 年    月    日 第 号 

件名                          

                            

 

左記のことについて 

 下記 ・ 別紙のとおり 

する。 

審議及び決定権者 審  査 
公 印 

係 長 課 長 部 長 教育長  文書主任  

        

協議 関与者の所見 

第
一
次
判
断 

□開示 □部分開示 □非開示 

非開示の時限性 

□有 

 （        ）まで 

□無 

非開示の根拠 

 条例第９条第２項第( )号 

備考 決定後供覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 第 11号議案 

   大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区立学校文書管理規程の一部を改正する訓令 

 大田区立学校文書管理規程（平成12年教育委員会訓令甲第20号）の一部を次の

ように改正する。 

 別記第５号様式中「非開示」を「不開示」に改める。 

付 則 

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現に改正前の大田区立学校文書管理規程別記第５号様式

により起案されている起案様式は、改正後の大田区立学校文書管理規程別記第

５号様式により起案された起案様式とみなす。 

（提案理由） 

 大田区情報公開条例の改正に伴い、規定を整理するため、訓令を改正する必要

があるので、この案を提出する。 



1 

大田区立学校文書管理規程（平成12年教育委員会訓令甲第20号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区立学校文書管理規程 ○大田区立学校文書管理規程 

平成12年６月26日 平成12年６月26日 

教育委員会訓令甲第20号 教育委員会訓令甲第20号 

第１条から第28条まで（現行のとおり） 第１条から第28条まで（略） 

付 則  

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行

する。 

 

２  この訓令の施行の際現に改正前の大田

区立学校文書管理規程別記第５号様式に

より起案されている起案様式は、改正後の

大田区立学校文書管理規程別記第５号様

式により起案された起案様式とみなす。 

 

別表（第８条関係）（現行のとおり） 別表（第８条関係）（略） 

別記第１号様式（第７条、第 10条、第19条関 

係）から第４号の２様式（第７条、第10条関 

係）まで（現行のとおり） 

別記第１号様式（第７条、第 10条、第19条関 

係）から第４号の２様式（第７条、第10条関 

係）まで（略） 

第５号様式（一部改正） 第５号様式（第11条関係） 

第６号様式（第23条の２関係）（現行のとお

り） 

第６号様式（第23条の２関係）（略） 

 



 （新）  

第５号様式（第11条関係） 

分 

類 

 保存年限 回付・施行上の注意 

   

収発第       号 一 括 処 理 起 案 者 

収受      年    月    日 第 号  
 
 

起案      年    月    日 第 号 
 
 

宛  先 
決定      年    月    日 第 号 

 
施行      年    月    日 第 号 

 
 
 
 

件名                         

                            

左記のことについて 

下記・別紙のとおり 

決定する。    

審議及び決定権者 
審査 公印 

第 

一 

次 

判 

断 

□開示 □部分開示 □不開示 

不開示の時限性 

□有 

（         ）まで 

□無 

不開示の根拠 

条例第９条第２項第（ ）号 

主幹教諭 副校長 校 長 

      

協議   関与者の所見  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 （旧）  

第５号様式（第11条関係） 

分 

類 

 保存年限 回付・施行上の注意 

   

収発第       号 一 括 処 理 起 案 者 

収受      年    月    日 第 号  
 
 

起案      年    月    日 第 号 
 
 

宛  先 
決定      年    月    日 第 号 

 
施行      年    月    日 第 号 

 
 
 
 

件名                         

                            

左記のことについて 

下記・別紙のとおり 

決定する。    

審議及び決定権者 
審査 公印 

第 

一 

次 

判 

断 

□開示 □部分開示 □非開示 

非開示の時限性 

□有 

（         ）まで 

□無 

非開示の根拠 

条例第９条第２項第（ ）号 

主幹教諭 副校長 校 長 

      

協議   関与者の所見  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 第12号議案 

   大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育財産管理規則の一部を改正する規則 

 大田区教育財産管理規則（昭和51年教育委員会規則第15号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表教育センター所長の項中「不登校特例校分教室」を「教育センター」に改

める。 

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 （提案理由） 

不登校特例校分教室の保管責任者及び教育センター所長の担任区分を変更する

ため、規則を改正する必要があるので、この案を提出する。 
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大田区教育財産管理規則（昭和51年教育委員会規則第15号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育財産管理規則 ○大田区教育財産管理規則 

昭和51年11月１日 昭和51年11月１日 

教育委員会規則第15号 教育委員会規則第15号 

第１条から第25条まで（現行のとおり） 第１条から第25条まで（略） 

付 則  

この規則は、公布の日から施行する。  

別表（第６条関係） 別表（第６条関係） 

保管責任者 担任区分 

教育総務課

長 

教育委員会事務局に属する財産

（他に属する財産を除く。） 

学務課長 校外施設及びこれに付帯する財

産 

指導課長 指導課分室及びこれに付帯する

財産 

教育センタ

ー所長 

教育センター及びこれに付帯す

る財産 

大田図書館

長 

区立図書館及びこれらに付帯す

る財産 

区立学校長 当該学校及びこれに付帯する財

産 
 

保管責任者 担任区分 

教育総務課

長 

教育委員会事務局に属する財産

（他に属する財産を除く。） 

学務課長 校外施設及びこれに付帯する財

産 

指導課長 指導課分室及びこれに付帯する 

財産 

教育センタ

ー所長 

不登校特例校分教室及びこれに 

付帯する財産 

大田図書館

長 

区立図書館及びこれらに付帯す

る財産 

区立学校長 当該学校及びこれに付帯する財

産 
 

備考（現行のとおり） 備考（略） 

 



 

 第 13号議案 

   大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区教育委員会非常勤職員に関する規則の一部を改正する規則 

 大田区教育委員会非常勤職員に関する規則（平成15年教育委員会規則第10号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第 28 条の５第１項又は第 28 条の６第２項」を「第 22 条の４第１

項」に改める。 

付 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （提案理由） 

 地方公務員法の改正に伴い、規定を整理するため、規則を改正する必要がある

ので、この案を提出する。 
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大田区教育委員会非常勤職員に関する規則（平成15年教育委員会規則第10号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区教育委員会非常勤職員に関す

る規則 

○大田区教育委員会非常勤職員に関す

る規則 

平成15年11月４日 平成15年11月４日 

教育委員会規則第10号 教育委員会規則第10号 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この規則は、大田区教育委員会（以

下「委員会」という。）の非常勤職員（地

方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 22

条の２第１項に規定する会計年度任用職

員及び第 22条の４第１項に規定する短時

間勤務の職を占める職員を除く。以下「職

員」という。）の任用等について、別に定

めるものを除き、必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この規則は、大田区教育委員会（以

下「委員会」という。）の非常勤職員（地

方公務員法（昭和 25年法律第 261号）第 22

条の２第１項に規定する会計年度任用職

員及び第 28条の５第１項又は第 28条の６

第２項に規定する短時間勤務の職を占め

る職員を除く。以下「職員」という。）の

任用等について、別に定めるものを除き、

必要な事項を定めるものとする。 

第２条から第７条まで（現行のとおり） 第２条から第７条まで（略） 

付 則  

 この規則は、令和５年４月１日から施行す

る。 

 

別表（第２条関係）（現行のとおり）  別表（第２条関係）（略） 

 



 

 第 14号議案 

   大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史 

大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則の一部を改正する規則 

 大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則（令和元年教育委員会規則

第13号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第 43 号」の次に「。以下「規則」という。」を加え、同条に次の

ただし書を加える。 

ただし、規則第 10 条第３項の規定により、任命権者が職員の給与の減額を

免除することができる場合の基準（昭和 53年特別区人事委員会規則第 15号）

別表第１の 14 の項に定めるあらかじめ特別区人事委員会の承認を得て教育委

員会が定めた事項により給与の減額の免除を承認する場合は、この限りでない。 

付 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

 （提案理由） 

 大田区立学校講師の職務免除等に関する規定を整理するため、規則を改正する

必要があるので、この案を提出する。 



1 

大田区立学校講師の給与及び費用弁償に関する規則（令和元年教育委員会規則第 13号）新

旧対照表 

新 旧 

○大田区立学校講師の給与及び費用弁

償に関する規則 

○大田区立学校講師の給与及び費用弁

償に関する規則 

令和元年12月24日 令和元年12月24日 

教育委員会規則第13号 教育委員会規則第13号 

  

第１条 （現行のとおり） 第１条 （略） 

（給与及び費用弁償） （給与及び費用弁償） 

第２条  講師の給与及び費用弁償について

は、会計年度任用職員の給与及び費用弁償

に関する条例施行規則（令和元年規則第43

号。以下「規則」という。）の適用を受け

る者の例による。ただし、規則第10条第３

項の規定により、任命権者が職員の給与の

減額を免除することができる場合の基準

（昭和53年特別区人事委員会規則第15号）

別表第１の 14の項に定めるあらかじめ特

別区人事委員会の承認を得て教育委員会

が定めた事項により給与の減額の免除を

承認する場合は、この限りでない。 

第２条  講師の給与及び費用弁償について

は、会計年度任用職員の給与及び費用弁償

に関する条例施行規則（令和元年規則第43

号）の適用を受ける者の例による。 

  

付 則  

この規則は、令和５年４月１日から施行す  

る。 

 

  

 



 第 15号議案 

   第２期大田区教育 ICT化推進計画の策定について 

 上記の議案を提出する。 

  令和５年３月 27日 

提出者 大田区教育委員会教育長 小 黒 仁 史      

   第２期大田区教育 ICT化推進計画について、下記のとおり決定する。 

記 

１ 第２期大田区教育 ICT化推進計画 別紙のとおり 

 （提案理由） 

 令和５年度から９年度までの教育の ICT化を計画的に推進するため。 
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 １ 計画策定にあたって 

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０時代が幕を明けました。高度情報社会を生きる子どもたちにとって、情報

活用能力やプログラミング的思考を身に付け、情報モラル・情報セキュリティ、健康面への

注意点について理解し、ＩＣＴを利活用する力は必要不可欠なものとなっています。 

新型コロナウイルス感染症によって、全国的に学校が一斉に臨時休業する事態が起こり、

オンライン教育をはじめとするＩＣＴを最大限に活用した教育に注目が集まるなど、現在、

社会は大きな変動のときを迎え、教育も大きな変化が求められています。 

教育委員会は、これまで積み重ねてきた「知・徳・体」のバランスのとれた「生きる力」の

育成を教育の普遍的な視点に据えながら、ＩＣＴを活用した「個別最適な学び」と「協働的な

学び」の一体的な充実を目指しています。 

このたび、令和５年度から５年間の教育ＩＣＴ化推進のための羅針盤となる「第２期 大田

区教育ＩＣＴ化推進計画」を策定しました。 

今後は、本計画に基づき、教育委員会と各学校が一丸となり、ハード・ソフト・人材の三

位一体でのＩＣＴ化を進め、子どもたち一人一人にきめ細やかに寄り添い、誰一人取り残す

ことのない教育を一層推進します。そして、子どもたちの学ぶ意欲を高め、各自の学習の

理解状況や資質・能力等に応じた個別最適化された学びを保障しつつ、子どもたちが互い

に自分の考えを交流し合い、納得解や最適解等を見いだしていく協働的な学びを実現し、

子どもたちのもつ力を最大限に引き出す「令和の日本型学校教育」の実現を目指します。 

これらを実現するために、ＩＣＴ機器やネットワーク環境等のハード面の整備、デジタル 

コンテンツや学習ログ等のソフト面の充実や最適化、日常的にＩＣＴを活用できる指導体制

や研修体制の構築等の具体的な取組を推進してまいります。 

教育のＩＣＴ化推進に向けて、引き続き区民の皆様の御理解、御協力をお願いいたしま

す。子どもたちの資質・能力の育成を図るため、主体的・対話的で深い学びの視点に立っ

た授業改善を日常的・継続的に行い、一層力強く教育施策を展開してまいります。 

令和５年３月２７日 

大田区教育委員会教育長  小黒 仁史 
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 ２ 計画の位置付け 

本計画は、「おおた教育ビジョン」のビジョンⅠ、プラン１で重点的に育成する力の一つ

「情報活用能力」に関する取組「ＩＣＴ教育の充実」を具体化するアクションプランとして位置

付けております。また、学校教育の情報化の推進に関する法律**第５条に基づく「学校教

育情報化推進計画」としての位置付けを合わせもちます。なお、施策の展開にあたっては

「大田区立学校における働き方改革推進プラン」と整合を図るものとします。 

本計画の計画期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間です。 

 計画体系図 （※）おおた教育ビジョンの計画期間は令和５年度までのため、令和６年度以降は次期計画となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪上位計画≫ おおた教育ビジョン（第３期大田区教育振興基本計画（※）） 

「ICT教育の充実」を具体化 

第２期大田区教育 ICT化推進計画 
大田区立学校における 

働き方改革推進プラン 
整合 
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 ３ 教育ＩＣＴ化の現状 

① 社会背景 

   我が国は、第四次産業革命*やＳｏｃｉｅｔｙ5.0*時代の到来等により、大きな変革期を

迎えています。今後、ますます人工知能（ＡＩ）、ロボティクス*などの先端技術が高度化し、

産業や生活に取り入れられることで、社会の在り方が劇的に変わる可能性があるとも

言われています。 

   これらの変化は、教育や学びの在り方にも大きな変革をもたらすものです。子どもた

ちが、複雑かつ予測困難な未来社会で自己実現を図っていくためには、情報技術を使

いこなし、あふれる情報の中から自分に必要な正しい情報を選び取り、それらを主体的

に活用していく力を身に付けることが求められています。 

 

② 国の動向 

   平成２９年３月に告示された小学校及び中学校の学習指導要領総則には、情報活用

能力の育成を図るため、各学校において、コンピュータや情報通信ネットワークなどの

情報手段を活用するために必要な環境を整え、これらを適切に活用した学習活動の充

実を図ることが示されています。これを受け、文部科学省は、平成２９年１２月に「平成 

３０年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備方針**」を発出し、学校におけるＩＣＴ環境

の整備の基本的な考え方を示しました。 

   また、令和元年１２月には、学校におけるＩＣＴ環境の整備を加速させるため、「ＧＩＧＡ

スクール構想*」を立ち上げました。構想では、子どもたち一人一人に個別最適化*され、

創造性を育む教育ＩＣＴ環境の実現をめざし、令和５年度までに、児童・生徒１人１台の学

習用タブレット端末の配備等を目標として示しました。しかし、新型コロナウイルス感染

症の拡大により、文部科学省は、令和２年４月１０日付け「新型コロナウイルスによる緊急

事態宣言を受けたＩＣＴ活用及び整備について」を発出し、ＩＣＴの活用により全ての子ど

もたちの学びを保障できる環境を早急に実現するため、ＧＩＧＡスクール構想を加速化し、

整備計画を令和２年度に前倒ししました。 

   令和３年１月には、中央教育審議会*において、新型コロナウイルス感染症の拡大をは

じめとする社会の急激な変化の中で再認識された学校の役割や課題を踏まえ、2020

年代を通じて実現を目指す学校教育を「令和の日本型学校教育**」とし、その姿を「全て

の子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学び」としました。これ

を実現するためには、ＩＣＴの活用は必要不可欠であるとし、「令和の日本型学校教育」の

構築に向けたＩＣＴ活用及びＩＣＴ環境整備に関する基本的な考え方が示されました。 
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③ 区の動向 

   区は、文部科学省の「ＧＩＧＡスクール構想*」等を踏まえ、学校におけるＩＣＴ環境を整

備してきました**。 

   ＧＩＧＡスクール構想の公表時点において、構想で示された目標のうち、大型提示装置

や通信基盤等の整備は完了していました。しかしながら、児童・生徒用タブレット端末に

ついては、令和元年度末時点で５.５人に１台の配備に留まっており、令和５年度までに 

１人１台の環境整備をめざすこととしました。 

   しかし、令和２年度、新型コロナウイルス感染症による区立学校の臨時休業や、文部科

学省のＧＩＧＡスクール構想の加速化を受け、区は整備計画の見直しを行いました。緊急

対応として、ＩＣＴ環境が整わない中学校第三学年生徒の家庭に対し、学校で配備済みの

ＩＣＴ機器を転用の上、タブレット端末及びモバイルルーター*を貸与しました。その後、令

和３年２月に全小学校で、令和３年５月に全中学校で１人１台のタブレット端末環境の整

備が完了しました。 

   令和４年度には、区立学校における児童・生徒の情報活用能力など学習の基盤となる

資質・能力を育成することを目的に、ＩＣＴを活用した効果的な授業に係るモデル事例等

を集約し、タブレット端末の教員用アカウントからアクセスできるウェブサイト「おおた  

ＩＣＴ教育センター」を開設しました。 

 

④ 校務におけるＩＣＴ化 

   教育現場におけるＩＣＴは、学校内外のコミュニケーションや成績処理等の校務を効率

的かつ効果的に行う上で重要な要素です。そのため、区は平成２３年度に校務支援シス

テム*を導入しました。また、令和３年度に中学校へ採点支援システム*、令和４年度に校

務端末からメールやＣＭＳ*が利用できる機能を導入しました。 

   社会環境の変化により、教員に求められる役割と期待が大きくなる中、子どもたち 

一人一人に寄り添い、質の高い教育活動を維持するためには、校務支援システムの機能

拡張や再構築による校務の効率化に取り組み、教員の負担軽減を図る必要があります。 
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 ４ 教育ＩＣＴ化の課題 

 １人１台のタブレット端末の環境整備は完了しましたが、児童・生徒の個別最適な学びと、

協働的な学びを充実させるためには、依然、様々な課題があります。 

 

① 情報モラル教育の充実 

   児童・生徒が自他の権利を尊重し、情報社会での行動に責任をもつとともに、自律的

に行動し、犯罪被害及び犯罪加害を含む危機を回避し、情報を正しく安全に利用するた

めの指導は、学校教育の情報化の基盤とも言えます。このため、情報社会において適切

な活動を行うための基になる考え方と態度である情報モラル*及び情報活用能力を、各

教科等の指導の中で育成するとともに、子どもたちにタブレット端末の適切な扱い方や

使用のルールを指導し、保護者等とも共通理解を図ることが求められています。 

 

② 児童・生徒の多様性に応じた教育機会の充実 

   配慮を必要とする様々な児童・生徒に対して、ＩＣＴを活用することで、教育機会の確

保や学びの困難さの軽減に向けた取組を引き続き推進するとともに、当該児童・生徒へ

の教育機会の充実を図ることが求められています。 

 

③ 主体的・対話的で深い学びの視点に立った授業改善 

   ＩＣＴの活用により学習指導要領を着実に実施し、学校教育の質の向上につなげるた

めには、各学校におけるカリキュラム・マネジメント*を充実させつつ、全ての教員が各

教科等において育成を目指す資質・能力を把握した上で、主体的・対話的で深い学びの

視点に立った授業改善につなげていくことが重要です。また、ＩＣＴを積極的に活用する

ためには、あらゆる教員がＩＣＴを活用して指導する力を身に付けられるようにする取組

も重要です。区で実施している研修や、実際の授業を想定した各学校における主体的な

校内研修などが授業力の向上に大きな役割を果たすと考えられ、一層の充実が求めら

れています。 

 

④ 教員サポート体制の充実 

   ＩＣＴを特定の教科や場面のみで活用するのではなく、学習過程のあらゆる局面にお

いて、ＩＣＴの特性を最大限に生かして活用することが重要です。参考となる事例を広く

周知するなど、ＩＣＴの活用イメージを具体的に共有していくことが求められています。

また、内閣府と文部科学省で設置する「ＧＩＧＡスクール構想のエビデンス整備に関する

研究会」では、ＩＣＴ支援員の活用が進んでいる地域ほど、教員のＩＣＴ活用指導力が高い

といった分析もしており、教員に対するＩＣＴの専門家による技術的な助言や授業支援

を充実させることも求められています。 
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⑤ ＩＣＴ活用のための環境整備 

   全ての児童・生徒及び教員が、学校におけるＩＣＴを意識せず日常的に活用でき、ＩＣＴ

の恩恵を享受できる学校の教育環境を整備することが重要です。GIGA スクール構想*

により整備したタブレット端末は、ネットワークを通じてクラウドにアクセスし、クラウド

上のデータやサービスを活用することを前提としているため、教員や児童・生徒が快適

にインターネットにアクセスできるよう、既存のネットワーク環境の改善を進めるととも

に、ＩＣＴ機器を効果的・効率的に活用できる環境整備も求められています。 

 

⑥ 学習者用デジタル教科書の導入 

   現在、学習者用デジタル教科書*は、文部科学省による全国の小中学校における実証

事業の成果を踏まえながら、中央教育審議会*等において、より効果的な学びを実現す

るため、紙の教科書とデジタル教科書との関係性、デジタル教材との連携の在り方など、

その活用の在り方について検討されています。区は、学習者用デジタル教科書の本格的

な導入に向けた課題や方向性等を的確に捉え、授業での効果的な活用方法を検討して

いくことが求められています。 

 

⑦ ＩＣＴ教育推進体制の整備 

   効果的にＩＣＴを活用することは教員の働き方改革にも資するものですが、ＧＩＧＡスク

ール構想推進のためにＩＣＴ教育担当の教員に負担が集中しているといった指摘もあり

ます。ＩＣＴ教育担当の教員に負担が過度に集中しないよう、組織的な対応や改善を図る

必要があります。校長がリーダーシップを発揮している学校ほど、ＩＣＴの活用が進んで

いるといった研究結果もあり**、区や管理職が教員を支援する体制を築き、「チーム学

校」としてＧＩＧＡスクール構想を推進していくことが求められています。 

 

⑧ デジタル化による校務の効率化 

   学校が抱える課題が複雑・困難化する中、教員の長時間勤務が深刻化しています。区

では、教員が一人一人の子どもに向き合う時間を確保するため、校務支援システム*を

導入・活用していますが、リモート環境の整備など、より一層の校務事務の効率化を図

る取組が求められています。 
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大田区における教育のＩＣＴ化 ～これまでの成果と課題 及び 今後の方向性～    令和５年３月  

 

 
→ 研究の成果を今後更に、大田区全体へ広げていく必要がある。 

令和３・４年度大田区委員会教育研究推進校 南六郷中学校の研究成果（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
子どもの学ぶ意欲を高める  子どもがもつ力を最大限に伸ばす  子どもにきめ細やかに寄り添う 

【具体的な取組内容】 

○ おおた ICT教育センターの充実 

○ 特別な教育的支援が必要な児童・生徒への対応の充実 

○ 教職員の指導力の向上 

○ 学校サポート体制の構築  ○ タッチペンの配備 

○ 個人情報の保護・情報セキュリティ対策 

○ 目の健康等への配慮 

○ STEAM教育の推進  

○ いじめ・自殺・不登校等への対応の充実 

（１）学校教育の質の向上に向けた ICTの活用 

◎ ICT を活用し、「主体的・対話的で深い学び」の視点に 

立った授業改善に生かすために 

〇 児童・生徒自身が ICTを自由な発想で活用するための 

環境整備、授業デザインを行う。 

 〇 様々な配慮が必要な児童・生徒に対するきめ細やかな支援、 

個々の才能を伸ばすための高度な学びの機会を提供する。 

 〇 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を実現する。 

（２）ICT の活用に向けた教師の資質の向上 

 〇 養成・研修全体を通じ、教師が必要な資質・能力を身に付けられる環境を実現する。 

 〇 一人１台端末を前提とした教育を実現しつつ、ICT 活用指導力の養成や情報リテラシー 

の向上、情報モラル教育の意図的・計画的な充実を目指す。 

 

【  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

【

〇 おおた ICT教育センターの更なる充実 

〇 特別な教育的支援が必要な児童・生徒に対する教育機会の充実 

〇 学習系端末におけるログイン実績（活用率）について、学校間の差を縮め、底上げを図ること 

〇 教員の ICT研修での技術的な助言や授業支援等、教員サポート体制の充実 

〇 各校において管理職のリーダーシップが発揮できる ICT教育推進体制の整備 

〇 情報リテラシー（著作権、肖像権等への理解を含む）や情報モラル教育の意図的・計画的な実施 

〇 画面を見る時間が増えたこと等による健康面への配慮 

〇 写真や動画撮影機能を活用する。 

〇 ファイルの編集及び共同編集を行う。 

〇 文書作成ソフト（ドキュメント、Word）、 

表計算ソフト（スプレッドシート、Excel）、 

プレゼテーションソフト（スライド、 

PowerPoint）を活用する。 

〇 インターネットで情報を検索する。 

〇 教師用デジタル教科書の情報を提示する。 

〇 板書代わりの大型提示装置を活用する。 

〇 PDF等で課題を配付、回収する。 

〇 ドリルパーク等を使用し、授業内外を問わず個別学

習に取り組む。 

〇 朝の健康観察等、日常的な簡易な課題を配付、回答する。 

〇 オンライン配信による学びの保障を行う。 

〇 全員の考えを共有して、思考する。 

〇 ファイルを共有して共同編集する。 

〇 コメント機能で相互評価する。 

〇 データの即時集計や可視化をする。 

〇 録画して技能をモニタリングする。 

〇 Web上の有用なコンテンツを活用する。 

学級集団調査の電子版（WEB-QU）への移行 
→結果の即時フィードバックが可能 

ウェブサイト「おおた ICT 教育センター」の公開及び事例共有 

学習系端末におけるログイン実績一覧表の定期的な学校への送付 
→集計月に 10 日以上ログインしたユーザー数等を指標とし、提示 

「ICT 教育通信」「情報モラル教育通信」の定期的な発行 

保護者向け情報モラル講習会（88 校）に加え
て、希望する 44 校には、児童・生徒向けの情
報モラル講習会を実施 

社会科副読本の電子化 
小３年：「わたしたちの大田区」 
小４年：「わたしたちの大田区・東京都」 
中学校：「のびゆく大田区」 

○ GIGAスクール構想の前倒し 

＜学びの保障・新しい学びの構築・ICT活用の加速化＞ 

→令和２年度２月 区立小学校全児童へ貸与 

→令和３年度５月 区立中学校全生徒へ貸与 

 

ICT 教育推進専門員の配置 
→学校の ICT 活用推進に向けた指導・助言 

ICT 支援員の配置 
→教員の ICT 機器操作支援、研修の実施 

「算数・数学ステップ学習」 
「多層指導モデル MIM」の電子版への移行 

これまでの成果と課題 「大田区教育ＩＣＴ化推進計画（令和２～４年度）」 

① アナログでできたことをデジタルで代用

☆ 紙でもできる活用にとどまる

② デジタルの特性を生かして、学習効果を増大

☆ デジタルの利用により付加価値が加わる

③ 授業デザインが変容し、新たな学びへの実践へ

☆ 個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図る

肯定的評価が 10.7 ポイント上昇 肯定的評価が 23.7 ポイント上昇 

今後の方向性～「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善～ 

 

令和３年度まで 令和４年度 令和５年度～令和９年度 「第２期大田区教育ＩＣＴ化推進計画」 
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 ５ 取組の基本方針 ～教育ＩＣＴ化推進に向けた４つの柱～ 

 今後の学校教育の情報化の方向性へ柔軟に対応するため、国の計画（学校教育

情報化推進計画）を踏まえた基本方針に再編しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針Ⅱ 教員のＩＣＴを活用した指導力の向上 

ＩＣＴの活用により学習指導要領を着実に実施し、学校教育の質の向上につなげるた

めには、各学校におけるカリキュラム・マネジメント*を充実させつつ、全ての教員が各

教科等において育成を目指す資質・能力等を把握した上で、主体的・対話的で深い学び

の視点に立った授業改善につなげていくことが重要です。 

教員がＩＣＴを活用して指導する力を身に付けられるようにする研修を充実させると

ともに、実際の授業を想定した実践的な校内研修の実施を推進します。 

ＩＣＴを活用した指導力向上のためには、ＩＣＴに関する技術的な専門家の助言や支援

が必要であることから、教員を支援する体制としてＩＣＴ支援員を効果的に活用した研

修体制の構築やＩＣＴ教育推進専門員*による指導体制を構築します。 

これらの取組を通じ、主体的・対話的で深い学びを実現するための教員のＩＣＴを活用

した指導力を着実に向上させます。 

基本方針Ⅰ ＩＣＴを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

情報技術が加速度的な進展をみせる社会的状況を踏まえ、児童・生徒がこれらの技

術を使いこなし、必要な情報を収集、整理、活用し、感性や創造性を生かしながら新た

な社会を牽引し、未来を創るための課題解決できる力を育むことが重要です。 

情報社会において適正な活動を行うための基になる考え方と態度である情報モラ 

ル*及び情報活用能力を各教科等の指導の中で育成します。 

ＩＣＴのもつ特性を最大限に活用し、児童・生徒の多様性に応じたきめ細やかな配慮を

行っていきます。 

これらの取組を通じ、学びを保障するとともに、児童・生徒がＩＣＴ環境を様々な教育

場面で使いこなし、自分の考えをまとめ、話し合い、課題解決する情報活用能力を育て

ます。 



- 9 - 

 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

  

 

 

 

 

基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

全ての児童・生徒及び教員が、学校におけるＩＣＴを意識せず日常的に活用でき、ＩＣＴ

の恩恵を享受できる教育環境を整備することが重要です。 

既存のネットワーク環境の改善を進めるとともに、学校施設の更新時にはＩＣＴを支障

なく活用できる環境を整備します。 

令和６年度に本格的な導入が検討されている学習者用デジタル教科書*について、授

業で支障なく使用できるよう、通信量等の情報収集に努め、順次導入を進めます。併せ

て、導入した教育コンテンツについて、効果と利用状況を踏まえた上で適宜最適化を図

ります。 

基本方針Ⅳ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

ＩＣＴ教育を推進するためには、教育委員会・学校それぞれにおいて必要な組織と体

制を整備することが重要です。また、教員に求められる役割や期待が大きくなる中、  

ＩＣＴを活用し、校務の改善・効率化を図ることも重要です。 

学校におけるＩＣＴ教育担当の教員に負担が過度に集中しないよう、管理職が責任を

もって教員を支援する体制を築きます。 

校務端末の更新の際には、校務支援システムのリモート環境を整え、子育てや介護な

どの事情がある教員にとっても働きやすく、ワーク・ライフ・バランスを充実させる取組

も求められています。 

これらの取組を通じて着実にＩＣＴの活用を推進する体制を整備し、区立全小中学校

における学校の働き方改革を推進します。 
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 ６ 推進に向けた具体的取組 

 おおた教育ビジョンの実現のため、第２期大田区教育ＩＣＴ化推進計画の４つの基本方針を取組の柱とし、１６の具体的取組を展開します。 

＜遠隔交流授業＞ 

＜タブレット端末を活用した協働型の授業＞ 

＜教員研修＞ 

＜計画構成図＞ 

第 
２ 

期 

大 
田 

区 

教 
育 

I 

C 
T 

化 

推 
進 

計 

画 

基本方針Ⅰ 

 ＩＣＴを活用した児童・生徒の資

質・能力の育成 

（１）情報活用能力（リテラシー）の充実 

（２）情報モラル教育の充実 

（３）健康面への配慮 

（４）いじめ・自殺・不登校等の対応の充実 

（５）ＳＴＥＡＭ教育の推進 

（６）特別な教育的支援が必要な児童・生徒の教育環境の整備 

基本方針Ⅱ 

 教員のＩＣＴを活用した指導力

の向上 

（１）学校の教職員の資質の向上 

（２）学校サポート体制の構築 

基本方針Ⅲ 

 ＩＣＴを活用するための環境の

整備 

（１）ＩＣＴの活用のための環境整備（通信環境、端末等） 

（３）教育データの利活用推進 

（４）デジタル教科書及び教育コンテンツ等の充実 

（５）個人情報の保護・情報セキュリティ対策等 

基本方針Ⅳ 

 ＩＣＴ推進体制の整備と校務の

改善 

（１）ＩＣＴ教育推進体制の整備 

（２）デジタル化による校務の効率化 

（２）ＩＣＴの活用のための環境整備（改築、備品等） 

（７）日本語指導が必要な児童・生徒の教育の充実 
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 基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   教育課程の補助資料として各学校で発達の段階に応じたＩＣＴ活用スキル習得に向け

た計画を作成し、児童・生徒はタブレット端末を学校の授業や家庭学習で活用していま

す。しかし、学校や教員間で教育コンテンツ*の利用頻度に差があります。 
 

（２）めざすべき姿 

   プログラミング的思考*やＩＣＴを活用する力を含む情報活用能力は、言語能力や問題

発見・解決能力と同様に、教科等の枠を超えて、全ての学習の基盤として育まれ活用さ

れる資質・能力と位置付けられ、各学校のカリキュラム・マネジメント*を通して、確実に

育成します。 
 

（３）課題 

   学校間、教員間で情報活用能力に差が生じないよう底上げを図り、児童・生徒の情報

活用能力に関して影響が出ないようにすることが必要です。また、小学校から中学校ま

で切れ目なく系統的に情報活用能力を育成していくことが必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 年度当初に自校の情報活用能力育成に関する計画を確認 

② 児童・生徒用タブレット端末で使用するタッチペンの配備 

③ 各校の情報活用能力育成に関する計画に基づいた学習活動の実施 

④ 各校のＩＣＴ教育推進リーダー間における情報交換の場の構築、運用 

⑤ ＩＣＴ教育推進専門員*による全教員向け情報活用能力の啓発 

⑥ 各校の情報活用能力育成に関する計画の見直し 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、③、⑥ 

 

    

取組 

② 

 

    

取組 

④、⑤ 
 

 

  
 

 

 

 

具体的取組１ 情報活用能力（リテラシー）の充実 

情報共有 

配 備 

確認、実施、見直し 
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基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   教育課程の補助資料として各学校で情報モラル教育に関する年間指導計画を作成す

るとともに、学習ｅポータル*に情報モラル教育に関するコンテンツ*を導入し、指導を行

っています。また、教員向けの情報モラル研修*やＩＣＴ教育推進専門員*による情報モラ

ル*に関する教員向けの通信も発行し、啓発活動を行っています。 

   さらに、区では「持ち帰りタブレット端末活用のルール**」において個人情報保護等に

関する情報モラルについて児童・生徒、保護者に対して普及啓発しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   各校において適切な情報モラル教育に関する年間指導計画を作成・実行することで、

児童・生徒が情報に対する責任ある考えや行動をしようとする態度などを身に付け、安

全・安心に情報を利活用していくことができるようにします。 
 

（３）課題 

   適切な情報モラル教育を実施するためには、個人情報保護や著作権法など情報モラ

ルに関する知識を十分身に付けることが必要です。また、タブレット端末は家庭学習や

オンライン授業*でも利用するため、保護者の情報モラル*に関する意識の向上も必要で

す。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 年度当初に自校の情報モラル教育に関する年間指導計画を確認 

② 各校の計画に基づいた定期的な情報モラル教育の実施 

③ 保護者向け情報モラル講習会の実施 

④ 教員向け情報モラル研修の実施 

⑤ 各校の情報モラル教育に関する年間指導計画の見直し 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、②、⑤ 

     

 

取組 

③ 

     

 

取組 

④ 

     

 

具体的取組２ 情報モラル教育の充実 

実 施 

確認、実施、見直し 

研修実施 



- 13 - 

基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   文部科学省「令和３年度児童生徒の近視実態調査 調査結果報告書」によると、児童

生徒の裸眼視力１.０未満の者の割合は、調査開始の昭和５４年から一貫して増加傾向に

あり、近年のＩＣＴ機器の急速な普及の影響により、近視発症のリスク要因であるスクリ

ーンタイムが増加していると推測されています。区では「持ち帰りタブレット端末活用の

ルール**」において、画面との距離や目を休めること等、健康面に配慮することを徹底

しており、引き続き健康面に配慮していく必要があります。 
 

（２）めざすべき姿 

   児童・生徒がタブレット端末の使用方法のきまりを守り、活用することができるように

します。また、学校のプロジェクター周辺の環境を整備し、近視の進行を抑制します。 
 

（３）課題 

   タブレット端末の使用ルールに係る注意事項とともに、近視の進行を抑制するため、

画面との距離、目を休ませること、使用時の姿勢等、健康面における留意すべき事項に

ついて児童・生徒へ指導するとともに、家庭でのＩＣＴ機器の利用に関しての注意点につ

いても保護者へ啓発を行っていくことが必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 教室の明るさの確認・改善 

② 電子黒板使用の際の環境確認・改善 

③ タブレット端末使用の際の環境確認・改善 

④ タブレット端末活用ルール（学校・家庭）の作成【確認・改善】及び普及啓発 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①～④ 

     

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組３ 健康面への配慮 

確認・改善、普及啓発 
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基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   不登校児童・生徒については、「大田区立学校における不登校児童・生徒の出席の取

扱いガイドライン（改訂版）」に基づき、保護者及び児童・生徒からの申し出により、自宅

でＩＣＴ等を活用した学習活動を行っている児童・生徒については、区の定める条件を全

て満たした場合、学校長の判断により出席扱いとすることができます。また、１人１台端

末を活用した学級集団調査（ＷＥＢ‐ＱＵ）を行い、即時に学級の状況を把握・分析するこ

とや１人１台端末を通じて教師とコミュニケーションを図ることを通じて、いじめ・自殺・

不登校等の未然防止・早期把握・早期対応へつなげています。さらに、感染症や災害等

の発生に伴う学校休業等の際に、授業のオンライン配信の実施等を通して学習機会を

適切に確保しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   区における不登校施策のセンター的、パイロット的役割を担う不登校特例校*本校の

開校を見据え、全区立学校の不登校児童・生徒に向けた授業のオンライン配信等、学び

の保障に関する研究を行います。また、オンデマンド形式による多様な学びの機会の確

保に向けた、配信コンテンツの作成・集積についても研究を行います。 

   また、いじめ・自殺・不登校等の未然防止・早期把握・早期対応及び学校休業等におい

ても学習機会を確保できるＩＣＴ環境を維持します。 
 

（３）課題 

   不登校特例校本校から授業のオンライン配信を行うためには、不登校特例校の教職

員の配信技能向上やオンライン配信を希望する不登校児童・生徒のニーズ把握、配信環

境の充実等が必要です。また、オンライン配信の受講状況を管理するための仕組み構築

や人員の確保を検討する必要もあります。さらに、オンデマンド配信を行うための教育

コンテンツ*についても内容の研究や配信のプラットフォームを検討する必要がありま

す。 
 

 

 

 

 

 

具体的取組４ いじめ・自殺・不登校等の対応の充実 
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（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① タブレット端末による学級集団調査（ＷＥＢ-ＱＵ）の実施及び結果分析によるいじめ・自殺・

不登校等の未然防止・早期把握・早期対応 

② タブレット端末から相談できる体制の検討・構築 

③ 不登校児童・生徒に対するオンライン授業*に関する先行事例の研究 

④ 区立学校におけるオンライン配信を希望する児童・生徒の実態把握 

⑤ 不登校特例校*分教室教職員に対するオンライン授業に関する研修 

⑥ 児童・生徒の学びの履歴のオンライン化に向けた情報収集・研究 

⑦ オンデマンド教育コンテンツの研究及びデータ収集環境の検討・構築 

⑧ オンデマンド教育コンテンツの作成・配信に関する研究、学校及び不登校児童・生徒、保護

者への理解啓発 

⑨ オンライン配信授業における配信環境の充実及び受講状況管理のためのシステム検討 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

取組 

② 

     

取組 

③～⑤ 

     

取組 

⑥ 

     

 

取組 

⑦、⑧ 

     

 

取組 

⑨ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

構築検

討 

情報収集・研究 

研究・検討 

検 討 

研究、実態把握、研修実施 

検討・構築 

実施・対応 
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基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   令和７年度から小学校第５・６学年において新設する区独自教科「おおたの未来づく

り」では、ＳＴＥＡＭ教育*を推進し、プログラミングによる制御やＩＣＴの活用を教科等の

内容として位置付ける方向で検討しています。これらのことを踏まえて、全面実施に向

け、研究実践校における、他校のモデルとなる単元や指導計画等の作成に取り組んでい

ます。 
 

（２）めざすべき姿 

   ＳＴＥＡＭ教育等の教科等横断的な学習に取り組む独自教科「おおたの未来づくり」を

実施することで、ＩＣＴの活用やプログラミングの制御に関する知識及び技能、効率性や

分かりやすさ、持続可能性等の視点をもってＩＣＴを効果的に活用する力を育成すると

ともに、モラルや他者意識をもってＩＣＴを活用したり、他者との協働、振り返りと改善の

ためにＩＣＴを活用したりしようとする態度を育みます。 
 

（３）課題 

   「おおたの未来づくり」は、社会で活躍する様々な人と連携して、ものづくりや地域創

生に資する学習活動を通して「創造的な資質・能力」の育成を目指すことから、各学校と、

地域の企業や大学、関係団体等に授業参画の相談や依頼をすることができる関係構築

が必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 独自教科「おおたの未来づくり」新設に向けた研究（研究校による ICT を活用した指導実

践） 

② 授業・連携サポートプラットフォームの構築、運営 

③ 小学校全校で第５・６学年において教科「おおたの未来づくり」の実施 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、③ 

     

 

取組 

② 

 

   

 

 

 

 

 

 

具体的取組５ ＳＴＥＡＭ教育の推進 

研 究 実 施 

構築、運営 運 営 
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基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   児童・生徒は、障がいの特性や発達の段階等に応じて、タブレット端末の学習支援ツ

ールや教育コンテンツ*などを有効活用し学習しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   特別な教育的支援を必要とする児童・生徒がタブレット端末を活用し障がいの状態等

に応じて、在籍校において、学びの困難さを感じないようにします。また、特別支援学級

*の全教員がタブレット端末を活用して児童・生徒が必要とする学習支援、活動支援、コ

ミュニケーション支援をできるようにします。さらに、特異な才能をもつ児童・生徒への

タブレット端末を活用した指導については、調査等をしていきます。 
 

（３）課題 

   特別な支援を必要とする児童・生徒一人一人が適切に学習できるよう、タブレット端

末を活用した指導事例を共有する仕組みの構築が必要です。また、共有した事例を実際

に授業で実施できるよう教員の研修も必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 特別支援学級におけるタブレット端末を活用した指導事例の収集・共有 

② ＩＣＴ支援員を活用した特別支援教育研修会の実施 

③ 特別支援学級の専門性向上事業指定校におけるＩＣＴ活用研修の実施 

④ 特別支援教育研修会における専門性向上事業指定校による実践発表 

⑤ 特異な才能をもつ児童・生徒への指導におけるタブレット端末を活用した指導事例の収集・

共有 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

 

取組 

②～④ 

 

    

取組 

⑤ 

 
    

 

  

具体的取組６ 特別な教育的支援が必要な児童・生徒の教育環境の整備 

事例収集・共有 

研修実施 

事例収集・共有 
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基本方針Ⅰ ICTを活用した児童・生徒の資質・能力の育成 

 

 

（１）現状 

   日本語指導が必要な児童・生徒は、日本語の理解度等に応じて、タブレット端末を活

用した学習をしています。 
 

（２）めざすべき姿 

   写真データを有効活用する等して、日本語指導の場においても、言葉による生活や学

習の困難さを軽減し、日本語の習得を円滑にするため、タブレット端末を活用した指導

の充実を図ります。 
 

（３）課題 

   指導者によって差を生じさせず、日本語指導を必要とする児童・生徒一人一人が適切

に学習できるよう、タブレット端末を活用した指導事例を共有し、活用する仕組みの構

築が必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 日本語指導が必要な児童・生徒への指導におけるタブレット端末を活用した指導事例の収

集・共有 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組７ 日本語指導が必要な児童・生徒の教育の充実 

事例収集・共有 
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 基本方針Ⅱ 教員のＩＣＴを活用した指導力の向上 

 

 

（１）現状 

   タブレット端末を活用した授業を実施するためにＩＣＴ支援員による校内研修（他区か

らの転入者向けも含む）や初任者対象の研修を実施しています。また、ＩＣＴを活用した

効果的な授業を行うため、事例を収集し、教員のタブレット端末から当該事例を確認で

きるよう共有しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   大田区のＩＣＴ環境下での機能を最大限に生かしながら、同時双方向的な授業を実施

するためにタブレット端末を効果的に活用し、個別最適な学びと協働的な学びを一体的

に充実させ、「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を図ります。 
 

（３）課題 

   学校間、教員間で、使用状況の差が出ないように、全ての教職員が導入したタブレッ

ト端末のコミュニケーションツール*やアプリケーション*、デジタル教科書*の活用方法

について理解し、それぞれの特徴を捉えた上で場面に応じて有効に活用することが必

要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組１ 学校の教職員の資質の向上 
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（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 「おおたＩＣＴ教育センター*」の充実によるＩＣＴを活用した授業事例の創出、収集、普及 

② ＩＣＴ支援員を活用した校内研修（他区からの転入者向け研修）の実施 

③ 初任者対象のＩＣＴ活用研修の実施 

④ 年次研修や職層研修等におけるＩＣＴ活用研修の実施 

⑤ 各教員のＩＣＴ活用状況の調査（学校における自己評価） 

⑥ 授業改善を目的とした校内研究の充実 

⑦ タブレット端末の活用率のデータ提供による活用状況の把握及び改善 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

 

取組 

②～④ 

     

 

取組 

⑤ 

     

 

取組 

⑥ 

     

取組 

⑦ 

 
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修実施 

事例創出・収集・普及 

校内研究 

状況調査（改善） 

状況把握・改善 
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基本方針Ⅱ 教員のＩＣＴを活用した指導力の向上 

 

 

（１）現状 

   教職員向けのＩＣＴ機器の活用サポートは、月６回のＩＣＴ支援員の訪問及びヘルプデス

ク、教員用タブレット端末から確認できるマニュアルサイト*があります。また、ＩＣＴ支援

員やヘルプデスク、学習ｅポータル*の運営事業者と区との間でＩＣＴ機器等の活用につ

いて情報共有や意見交換を行う体制を構築することで、指導主事とＩＣＴ教育推進専門

員の専門性を高め、学校に対して、授業でのＩＣＴ活用について、指導・助言を行ってい

ます。 
 

（２）めざすべき姿 

   「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善を図るため、学校と教員をサ

ポートする体制を強化します。 
 

（３）課題 

   １人１台タブレット端末の配備が完了し、教員によるＩＣＴ機器の操作の技能は向上しま

したが、授業での活用状況に差が見られるため、引き続きＩＣＴを活用した授業改善のた

めの支援体制を構築することが必要です。また、学校によって児童・生徒数に差がある

にもかかわらず、現在、一律のＩＣＴ支援員の訪問回数を、学校規模や実態に見合ったも

のとする必要もあります。さらに、今後予定される端末の更新や学習者用デジタル教科

書*の導入状況によっては、ＩＣＴ支援員の支援がなければ、教員の負担が増大するため、

ＩＣＴ支援員による支援の継続が必要です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組２ 学校サポート体制の構築 
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（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 適切で効果的なＩＣＴ支援員の訪問 

② 指導主事と教育相談専門員*のＩＣＴ教育に関する助言力の向上研修（ＯＪＴ） 

③ 教員のＩＣＴ活用に関する問い合わせ窓口の整理・明確化及び周知 

④ 指導主事・ＩＣＴ教育推進専門員*・教育相談専門員による日常的な助言（問い合わせ対応） 

⑤ 指導主事・ＩＣＴ教育推進専門員・教育相談専門員による重点的な助言（学校訪問） 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

 

取組 

② 

     

 

取組 

③ 

  

   

取組 

④、⑤ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検 討 

研修実施 

 

整理・周知 

助 言 

周 知 

実施（訪問） 



- 23 - 

 基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

 

（１）現状 

   １人１台端末の貸与が小学校、中学校ともに完了しました。整備に伴い必要な通信環

境の増強及び端末の故障や破損時の対策も整えました。また、学びを保障するオンライ

ン学習を実施するため、コミュニケーションツール*を導入するとともにネット環境のな

い家庭向けにモバイルルーター*の貸し出しも行っています。 
 

（２）めざすべき姿 

   学習 e ポータル*を活用した学力調査や教育コンテンツ*の拡充に対応できる通信環

境とします。また、１人１台端末の環境を維持するとともに、オンライン*による学習環境

も保障します。 
 

（３）課題 

   学習者用デジタル教科書*や学習ｅポータルを活用した学力調査が導入された場合、

増大する通信容量に耐えうる通信環境を整備する必要があります。また、ＧＩＧＡスクー

ル構想*で整備した１人１台端末の更改に伴う課題を整理し、適切な環境を維持していく

必要があります。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① １人１台端末更改に伴う国の動向確認（補助金、ＢＹＯＤ*化など） 

② 端末利用状況等に伴う通信環境の確認（増強の要否判断） 

③ 学習者用デジタル教科書や学習ｅポータルを活用した学力調査環境の導入準備 

④ 学習者用デジタル教科書や学習ｅポータルを活用した学力調査の導入（複数年次） 

⑤ 必要に応じ、通信回線・通信機器の増強 

⑥ １人１台端末環境継続のための事業者調整 

⑦ １人１台端末環境の更新 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、⑥、⑦ 

     

取組 

②～⑤ 

     

 

 

 

具体的取組１ ＩＣＴの活用のための環境整備（通信環境、端末等） 

確 認 調整・更新 

確認、準備 増強、導入 

維 持 
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基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

 

（１）現状 

   新校舎の計画においては、ＩＣＴを活用した授業やオンライン学習の実施など新しい時

代の学びに適合する学校とするため、教室の在り方や机等の什器類、電源等の環境整

備を検討しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   学校を取り巻く状況の変化に対応しながら、学校施設の更新時には、「個別最適な学

び」と「協働的な学び」の一体的な充実を図ることができる学校整備を実施します。 
 

（３）課題 

   学校施設の更新等には、様々な部署が関わっているため、関係所管で緊密に連携・協

力する必要があります。その中で、新しい時代にふさわしい学びに関する情報を共有し、

共通理解した上で学校整備を実施していくことが必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 関係者間における新しい時代の学びに関する情報共有・検討 

② 学校施設の更新時を捉えた新しい時代の学びに適合する学校整備 

③ 新ＪＩＳ規格の教室机の導入検討 

④ 改築時等に新ＪＩＳ規格の教室机の整備 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、② 

     

取組 

③、④ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組２ ＩＣＴの活用のための環境整備（改築、備品等） 

情報共有・検討、整備 

検討 適宜整備 
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基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

 

（１）現状 

   １人１台端末環境が整うなど、教育の状況は大きく変わっています。令和の時代に求

められる教員の授業力構成要素を明らかにするとともに、ＩＣＴを積極的に活用し、全て

の子どもたちの可能性を引き出す、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実し、

「主体的・対話的で深い学び」の視点に立った授業改善が求められています。 

   また、様々な悩みを抱える児童・生徒を早期に把握し、適切な対応を速やかに行うた

め、学校生活調査や学級集団調査、いじめに関するアンケート等を実施するなど、多面

的な情報がそれぞれにおいて存在しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   教員は、エビデンスに基づいた授業の在り方を理解し、新しい時代に求められる授業

を常に追求していきます。 

   また、児童・生徒は、自分の強みや弱点を客観的に把握し、興味のある分野を発展的

に学習し、苦手分野の克服や復習のために必要な学習をします。 

   さらに、学校は、児童・生徒一人一人に関する様々なデータを一目で把握し、特に指導

が必要な児童・生徒を早期発見し、児童・生徒の特性や能力に応じた学習支援などを行

います。 
 

（３）課題 

   教育データには、児童・生徒の個人情報やプライバシーに関わる情報が含まれるもの

があります。当該データを収集し分析する際は、利用目的を児童・生徒や保護者に伝え、

同意を得るとともに、データが漏洩することがないよう安全管理措置を講ずる必要が

あります。 

   データの収集・分析により、教員の授業力構成要素を新たに導き出し、授業力向上に

係る取組を推進する必要があります。 

   また、データの分析結果については、児童・生徒のプライバシーの保護や個人情報の

適正な取り扱いなどに配慮する必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組３ 教育データの利活用推進 



- 26 - 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 児童・生徒向けの学習等に関する調査及び児童・生徒、教員向けの意識調査の結果を分析

し、教員の授業力構成要素を明確化 

② 明らかにした教員の授業力構成要素を伸ばすための各種研修を企画・実施 

③ 児童・生徒に関する情報を一元化し、効率的に把握できるようにしたプラットフォームづく

りに向けた調査・研究 

④ 調査・研究に基づいたプラットフォームの導入検討 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、② 

     

取組 

③、④ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分析・明確

化 

調査・研究 導入検討 

研修実施 
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基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

 

（１）現状 

   指導者用デジタル教科書*を各教科で活用しています。一方、学習者用デジタル教科

書については、文部科学省が実証研究事業を実施しており、本区も参加していますが一

部の教科のみにとどまっています。教育コンテンツ*については、全ての児童・生徒が学

校と同様に自宅でも課題の受け取り、提出ができるソフトを運用し、学習活動に利用し

ています。 
 

（２）めざすべき姿 

   情報活用能力向上に資するコンテンツ*を利用するとともに学習者用デジタル教科書

による深い学びを実現し、児童・生徒の学力向上を図ります。 
 

（３）課題 

   学習者用デジタル教科書については、紙の教科書との関係や、財政負担も考慮した上

での制度上の位置付けなど、国の動向等を注視した上で導入を検討する必要がありま

す。また、コンテンツについては、その効果と利用状況を踏まえた上で適宜最適化を図

る必要があります。さらに、効果的な学習となるよう教員のコンテンツ等に対する理解

を深める必要があります。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 各種研修の実施（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組②～④） 

② 「おおたＩＣＴ教育センター*」の充実によるＩＣＴを活用した授業事例の創出、収集、普及（再

掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組①） 

③ 教育コンテンツの利用状況把握・最適化検討 

④ 学習者用デジタル教科書の導入検討・導入 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、② 

 
    

取組 

③ 

 
 

 

  

取組 

④ 

 
 

 
  

 

具体的取組４ デジタル教科書及び教育コンテンツ等の充実 

研修実施、事例創出・収集・普及 

検討 適宜導入 

把 握 把握・検討 
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基本方針Ⅲ ＩＣＴを活用するための環境の整備 

 

 

（１）現状 

   文部科学省の教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライン*に基づき、学習系

システム・校務系システムともに個人情報等の機微な情報を保護するため、必要なセキ

ュリティ対策を施し、児童・生徒及び教職員が安心してＩＣＴ機器を活用しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   教育情報セキュリティポリシーに関するガイドラインに基づき、利用する場所にとらわ

れないセキュリティ対策を施し、児童・生徒及び教職員が日常的にＩＣＴ機器を活用しま

す。 

（３）課題 

   セキュリティ対策は定期的に見直しを行うべきもので、教育情報セキュリティポリシー

に関するガイドライン等の動向を踏まえ、学校における情報セキュリティを確保する必

要があります。また、システム的にセキュリティを確保したとしても人的な部分で情報が

漏れないようにするため、児童・生徒や教職員の個人情報保護や情報セキュリティ対策

に関する意識の向上が必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 教育情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの動向把握及びガイドラインに基づく

対策 

② 各校の計画に基づいた定期的な情報モラル教育の実施（再掲：基本方針Ⅰ具体的取組２ 

取組②） 

③ 教員向け情報モラル研修*の実施（再掲：基本方針Ⅰ具体的取組２ 取組④） 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

① 

     

取組 

②、③ 

     

 

 

 

 

 

具体的取組５ 個人情報の保護・情報セキュリティ対策等 

動向把握・対策 

実施、研修実施 
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 基本方針Ⅳ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

 

 

（１）現状 

   校長のリーダーシップの下、各校のＩＣＴ活用推進リーダーが中心となりＩＣＴ教育を推

進する体制を構築しています。また、指導主事やＩＣＴ教育推進専門員*が指導・助言を行

っています。また、学校や、学校と教育委員会との間で ICT 教育の推進について考える

場を設け、全体としての推進体制も構築しています。 
 

（２）めざすべき姿 

   タブレット端末の活用状況に基づいた指導・助言・意見交換を行い、効果的にＩＣＴ教

育を推進する体制を整備します。 
 

（３）課題 

   １人１台端末の活用状況から、効果的な指導・助言等につながるデータの蓄積が必要

です。また、学校によってはＩＣＴ活用推進リーダーに負担が集中しているという指摘も

あり、その推進力を維持するための負担軽減も必要です。 
 

（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① 年次研修や職層研修等におけるＩＣＴ活用研修の実施（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組

④） 

② ＩＣＴ活用推進リーダーの校務分掌軽減策の検討 

③ ＩＣＴ活用推進リーダー連絡協議会*・ＩＣＴ活用推進検討委員会*の開催 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、③ 

     

取組 

② 

     

 

 

 

 

 

 

 

具体的取組１ ＩＣＴ教育推進体制の整備 

研修実施、開催 

検討（適宜改善） 



- 30 - 

基本方針Ⅳ ＩＣＴ推進体制の整備と校務の改善 

 

 

（１）現状 

   校務支援システム*を平成２３年度に導入して以降、各自の校務端末からインターネッ

ト閲覧やメール、ＣＭＳ*機能等を利用できるようにするなど、ＩＣＴを活用して毎年教職

員業務を効率化し、教員の負担軽減を図っています。保護者への連絡や欠席等の連絡

についてもＩＣＴを活用しています。しかし、教育相談の記録等を電子的に検索できる環

境や、校務支援システムのリモート*環境の整備など、教員の負担を軽減し、授業や授業

準備等に集中でき、教育の質を高められる環境を整えるための学校における働き方改

革を推進する取組の強化が求められています。 
 

（２）めざすべき姿 

   リモート*接続に対応する校務端末を導入することで、育児や介護と仕事との両立（ワ

ーク・ライフ・バランスの充実）を図り、柔軟な働き方を実現します。また、教育相談等の

各種対応記録の共有について他機関連携を見据えたシステム化を検討していくことで、

効率的かつ効果的な校務が行えるようにします。さらに、徴収金管理のシステム化等を

検討していくとともに、総合的な勤怠・服務管理を実現する教職員用のシステムの導入

により、学校の働き方改革を実現します。加えて、学習系と校務系のシステム連携を充

実させることで教員の負担を軽減し、教員が児童・生徒と直接関わる時間を増やします。 
 

（３）課題 

   校務端末は個人情報を多く扱っているため、校務支援システムのリモート環境を整備

するためには、セキュリティを確保した仕組みや運用ルール、労務管理上の規定整備を

同時に進めることが必要です。教育相談や徴収金管理、教職員勤怠管理のシステム導入

には、効率的に校務を進められるよう、簡素で使いやすいものが必要です。 

   また、学習系と校務系のシステム連携にはセキュリティを確保した上で、国の方向性

等を見極める必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

具体的取組２ デジタル化による校務の効率化 
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（４）取組内容及びスケジュール 

取
組
内
容 

① リモート*接続対応の校務端末導入に伴う柔軟な働き方の実現に向けた労務管理上の規定

等の検討・整備 

② 各種研修の実施（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組②～④） 

③ リモート*接続対応の校務端末の配備 

④ 教育相談システムの検討 

⑤ 徴収金管理効率化のためのシステム等の検討 

⑥ 大田区教職員勤怠管理システム*の構築・導入 

⑦ 学習系システムと校務系システムの連携充実に向けた調査・検討、充実 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

年度 令和５ 令和６ 令和７ 令和８ 令和９ 

取組 

①、③ 

     

 

取組 

② 

     

取組 

④、⑤ 

     

取組 

⑥ 

     

 

取組 

⑦ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配備 
検討 
整備 

構築・導入 

研修実施 

調査・検討、充実 

検 討 

運 用 
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 ７ 実現へのロードマップ 

 計画の成果については、おおた教育ビジョンの指標（「コンピュータやインターネットなど

を活用して、情報を収集して自分の考えをまとめたり、発表したりすることができる」と答

えた児童の割合（小学校第６学年））で確認していきます。目標を達成し、計画の実効性を

高めるためには、取組の状況を定期的に検証する仕組みが必要です。学校も含めた教育

委員会内の連携を密にし、取組状況を共有するとともに、検証体制を構築し、PDCA サイ

クル*による着実な計画の実行を図ります。 

 また、各具体的取組については ICT 技術の進展速度や、国や東京都が目指す教育の情

報化の動向に適切に対応するため、適宜見直しや改善を図りながら目標の実現を目指し

ます。整備した環境の中で ICT機器の活用と併せて、ネットワークシステム*のセキュア*な

環境の維持、セキュリティルール*に関する意識啓発等、児童・生徒の個人情報の保全に取

り組み、日常的で継続的な ICT機器を活用した質の高い教育を展開します。 
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＜全体スケジュール＞ 

具体的取組 取組内容 
年度（令和） 

所管 
５ ６ ７ ８ ９ 

情報活用能力

（リテラシー）の

充実 

① 年度当初に自校の情報活用能力育成に関する計画を確認 

③ 各校の情報活用能力育成に関する計画に基づいた学習活動の

実施 

⑥ 各校の情報活用能力育成に関する計画の見直し 

     指導課 

（学校） 

② 児童・生徒用タブレット端末で使用するタッチペンの配備      
指導課 

（指導主事・

管理係） 
④ 各校のＩＣＴ教育推進リーダー間における情報交換の場の構築、

運用 

⑤ ＩＣＴ教育推進専門員による全教員向け情報活用能力の啓発 

     指導課 

（指導主事） 

情報モラル教育

の充実 

① 年度当初に自校の情報モラル教育に関する年間指導計画を確

認 

② 各校の計画に基づいた定期的な情報モラル教育の実施 

⑤ 各校の情報モラル教育に関する年間指導計画の見直し 

     指導課 

（学校） 

③ 保護者向け情報モラル講習会の実施      
指導課 

（指導主事・学校） 

④ 教員向け情報モラル研修の実施      
指導課 

（指導主事） 

健康面への配慮 

① 教室の明るさの確認・改善 

② 電子黒板使用の際の環境確認・改善 

③ タブレット端末使用の際の環境確認・改善 

④ タブレット端末活用ルール（学校・家庭）の作成【確認・改善】及

び普及啓発 

     指導課 

（指導主事・学校・

学校支援担当） 

学務課 

いじめ・自殺・不

登校等の対応の

充実 

① タブレット端末による学級集団調査（ＷＥＢ-ＱＵ）の実施及び結

果分析によるいじめ・自殺・不登校等の未然防止・早期把握・早

期対応 

     指導課 

（学校） 

② タブレット端末から相談できる体制の検討・構築      
指導課 

（指導主事）・ 

教育センター 

③ 不登校児童・生徒に対するオンライン授業に関する先行事例の

研究 

④ 区立学校におけるオンライン配信を希望する児童・生徒の実態

把握 

⑤ 不登校特例校分教室教職員に対するオンライン授業に関する

研修 

     
指導課 

（指導主事・学校） 

⑥ 児童・生徒の学びの履歴のオンライン化に向けた情報収集・研

究      
指導課 

（指導主事） 
⑦ オンデマンド教育コンテンツの研究及びデータ収集環境の検

討・構築 

⑧ オンデマンド教育コンテンツの作成・配信に関する研究、学校及

び不登校児童・生徒、保護者への理解啓発 

     指導課 

（指導主事） 

⑨ オンライン配信授業における配信環境の充実及び受講状況管

理のためのシステム検討 
     

指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当） 

ＳＴＥＡＭ教育の

推進 

① 独自教科「おおたの未来づくり」新設に向けた研究（研究校によ

る ICTを活用した指導実践） 

③ 小学校全校で第５・６学年において教科「おおたの未来づくり」

の実施 

     指導課 

（指導主事・学校） 

② 授業・連携サポートプラットフォームの構築、運営      
指導課 

（指導主事） 

特別な教育的支

援が必要な児

童・生徒の教育

環境の整備 

① 特別支援学級におけるタブレット端末を活用した指導事例の収

集・共有      
指導課 

（指導主事） 
② ＩＣＴ支援員を活用した特別支援教育研修会の実施 

③ 特別支援学級の専門性向上事業指定校におけるＩＣＴ活用研修

の実施 

④ 特別支援教育研修会における専門性向上事業指定校による実

践発表 

     
指導課 

（指導主事・学校） 

⑤ 特異な才能をもつ児童・生徒への指導におけるタブレット端末

を活用した指導事例の収集・共有      
指導課 

（指導主事） 

日本語指導が必

要な児童・生徒

の教育の充実 

① 日本語指導が必要な児童・生徒への指導におけるタブレット端

末を活用した指導事例の収集・共有 
     指導課 

（指導主事） 

学校の教職員の

資質の向上 

① 「おおたＩＣＴ教育センター」の充実によるＩＣＴを活用した授業事

例の創出、収集、普及      
指導課 

（指導主事・学校） 

② ＩＣＴ支援員を活用した校内研修（他区からの転入者向け研修）

の実施 

③ 初任者対象のＩＣＴ活用研修の実施 

④ 年次研修や職層研修におけるＩＣＴ活用研修の実施 

     指導課 

（指導主事・学校） 

⑤ 各教員のＩＣＴ活用状況の調査（学校における自己評価）      
指導課 

（学校） 

確認、実施、見直し 

配 備 

情報共有 

確認、実施、見直し 
・見直し 

実 施 

研修実施 

確認・改善、普及啓発 

実 施 研 究 

構築、運営 

事例収集・共有 

研修実施 

事例収集・共有 

研究、実態把握、研修実施 

情報収集・研究 

研究・検討 構築検討 

検 討 

検討・構築 

実施・対応 

運 営 

事例収集・共有 

事例創出・収集・普及 

研修実施 

状況調査（改善） 
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具体的取組 取組内容 
年度（令和） 

所管 

５ ６ ７ ８ ９ 

学校の教職員の

資質の向上 

⑥ 授業改善を目的とした校内研究の充実      
指導課 

（指導主事・学校） 

⑦ タブレット端末の活用率のデータ提供による活用状況の把握及

び改善      
指導課 

（指導主事・学校） 

学校サポート体

制の構築 

① 適切で効果的なＩＣＴ支援員の訪問      
指導課 

（指導主事） 

② 指導主事と教育相談専門員のＩＣＴ教育に関する助言力の向上

研修（ＯＪＴ）      
指導課 

（指導主事） 

③ 教員のＩＣＴ活用に関する問い合わせ窓口の整理・明確化及び

周知 
     

指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当） 
④ 指導主事・ＩＣＴ教育推進専門員・教育相談専門員による日常的

な助言（問い合わせ対応） 

⑤ 指導主事・ＩＣＴ教育推進専門員・教育相談専門員による重点的

な助言（学校訪問） 

     指導課 

（指導主事） 

ＩＣＴの活用のた

めの環境整備

（通信環境、端

末等） 

① １人１台端末更改に伴う国の動向確認（補助金、ＢＹＯＤ化など） 

⑥ １人１台端末環境継続のための事業者調整 

⑦ １人１台端末環境の更新 
     指導課 

（学校支援担当） 

② 端末利用状況等に伴う通信環境の確認（増強の要否判断） 

③ 学習者用デジタル教科書や学習ｅポータルを活用した学力調査

環境の導入準備 

④ 学習者用デジタル教科書や学習ｅポータルを活用した学力調査

の導入（複数年次） 

⑤ 必要に応じ、通信回線・通信機器の増強 

     
指導課 

（学校支援担当・

指導主事） 

ＩＣＴの活用のた

めの環境整備

（改築、備品等） 

① 関係者間における新しい時代の学びに関する情報共有・検討 

② 学校施設の更新時を捉えた新しい時代の学びに適合する学校

整備 

     
教育総務課 

（施設担当）・

指導課 

③ 新ＪＩＳ規格の教室机の導入検討 

④ 改築時等に新ＪＩＳ規格の教室机の整備 
     

学務課・ 

指導課 

（指導主事） 

教育データの利

活用推進 

① 児童・生徒向けの学習等に関する調査及び児童・生徒、教員向

けの意識調査の結果を分析し、教員の授業力構成要素を明確

化 

② 明らかにした教員の授業力構成要素を伸ばすための各種研修

を企画・実施 

     
指導課 

（指導主事） 

③ 児童・生徒に関する情報を一元化し、効率的に把握できるよう

にしたプラットフォームづくりに向けた調査・研究 

④ 調査・研究に基づいたプラットフォームの導入検討 

     
指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当） 

デジタル教科書

及び教育コンテ

ンツ等の充実 

① 各種研修の実施（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組②～④） 

② 「おおたＩＣＴ教育センター」の充実によるＩＣＴを活用した授業事

例の創出、収集、普及（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１ 取組①） 

     指導課 

（指導主事） 

③ 教育コンテンツの利用状況把握・最適化検討      
指導課 

（指導主事） 

④ 学習者用デジタル教科書の導入検討・導入      
指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当） 

個人情報の保

護・情報セキュ

リティ対策等 

① 教育情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの動向把握

及びガイドラインに基づく対策      
指導課 

（学校支援担当） 
② 各校の計画に基づいた定期的な情報モラル教育の実施（再掲：

基本方針Ⅰ具体的取組２ 取組②） 

③ 教員向け情報モラル研修の実施（再掲：基本方針Ⅰ具体的取組

２ 取組④） 

     指導課 

（指導主事・学校） 

ＩＣＴ教育推進体

制の整備 

① 年次研修や職層研修等におけるＩＣＴ活用研修の実施（再掲：基

本方針Ⅱ具体的取組１ 取組④） 

③ ＩＣＴ活用推進リーダー連絡協議会・ＩＣＴ活用推進検討委員会の

開催 

     指導課 

（指導主事） 

② ＩＣＴ活用推進リーダーの校務分掌軽減策の検討 
     

指導課 

（学校） 

デジタル化によ

る校務の効率化 

① リモート接続対応の校務端末導入に伴う柔軟な働き方の実現

に向けた労務管理上の規定等の検討・整備 

③ リモート接続対応の校務端末の配備 

     
指導課 

（学校支援担当・

教職員係） 

② 各種研修の実施（再掲：基本方針Ⅱ具体的取組１）      
指導課 

（指導主事） 

④ 教育相談システムの検討 

⑤ 徴収金管理効率化のためのシステム等の検討 

     
指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当）・ 

教育センター 

⑥ 大田区教職員勤怠管理システムの構築・導入 
     

指導課 

（指導主事・ 

学校支援担当・ 

教職員係） 

⑦ 学習系システムと校務系システムの連携充実に向けた調査・検

討、充実      
指導課 

（学校支援担当） 

検 討 

研修実施 

整理・周知 周 知 

助 言 

確 認 調整・更新 

確認、準備 

適宜整備 検 討 

情報共有・検討、整備 

分析 等 

調査・研究 

研修実施、事例創出・収集・普及 

把握・検討 把 握 

適宜導入 検 討 

動向把握・対策 

実施、研修実施 

研修実施、開催 

検討（適宜改善） 

実施（訪問） 

導入検討 

研修実施 

構築・導入 

調査・検討、充実 

検討 
整備 

配 
備 

検 討 

維 持 

増強、導入 

研修実施 

運 用 

実施（訪問） 校内研究 

状況把握・改善 
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 用語解説 

 
行 用語 解説内容 

英
（Ｂ
・・
・Ｓ
） 

ＢＹＯＤ ＢＹＯＤ（Ｂｒｉｎｇ Ｙｏｕｒ Ｏｗｎ Ｄｅｖｉｃｅ）の略称。 
個人所有端末の自由持込。学校で使用する学習者用端末と
して個人所有の端末を持ち込んで利用する方法。 

ＣＭＳ 「コンテンツ マネジメント システム」の略称。 
Ｗｅｂサイト等についての専門的な知識がなくてもコンテン
ツを作成・承認することで、Ｗｅｂサイトへの公開を管理する
ことができるシステム。校務端末から利用できる。 

ＧＩＧＡスクール構想 ＧＩＧＡはＧｌｏｂａｌ ａｎｄ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｇａｔｅｗａｙ ｆｏｒ   
ＡＬＬの略。児童・生徒１人１台端末、および高速大容量の通
信ネットワークを一体的に整備し、公正に個別最適化された
学びを全国の学校現場で持続的に実現させる構想のこと。 

ＩＣＴ活用推進検討委員会 ＩＣＴの利活用を推進し、おおた教育ビジョンの「情報活用能
力」の目標値を達成するためつくられた検討委員会。委員
は、小中学校の校長、副校長が各１名と、指導課内関係者か
ら構成される。 

ＩＣＴ活用推進リーダー連絡
協議会 

ＩＣＴ活用推進リーダーとは、学校のＩＣＴ活用が図られるよ
う、校内のコーディネート等を行う教員のこと。各小中学校
で教員１名程度を指定。 
ＩＣＴ活用推進リーダー連絡協議会とは、各校の取組の情報
共有等を行うため設置する会議体。 

ＩＣＴ教育推進専門員 ＩＣＴ教育及び大田区の学校教育に通じた会計年度任用職
員。区立小中学校を定期的に訪問し、各校のＩＣＴ教育の実
態を把握した上で、改善に向けた助言を行う。 

ＰＤＣＡサイクル 事業活動における管理業務を円滑に進める手法の一つ。
Plan（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔ（改善）の
４段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する手
法。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0 狩猟社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ１.０）、農耕社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ２.０）、工業
社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ３.０）、情報社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ４.０）に続く、サイ
バー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決
を両立する人間中心の社会（Ｓｏｃｉｅｔｙ）のこと。 

ＳＴＥＡＭ教育 Ｓｃｉｅｎｃｅ（科学）、Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（技術）、Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ
（工学）、Ａｒｔｓ（人文社会・芸術・デザイン）、Ｍａｔｈｅｍａｔｉｃｓ
（数学）等の教科横断的な学習を通して、問題を発見したり、
解決したりする力を育む教育のこと。 

あ 

アプリケーション 「アプリケーション プログラム」の略称。コンピュータで使用
者の業務に応じて作成したプログラムのこと。 

おおたＩＣＴ教育センター 大田区立小中学校における児童・生徒の「個別最適な学び」
と「協働的な学び」の一体的な充実を図り、「主体的・対話的
で深い学び」の視点に立った授業改善を通して、情報活用能
力など学習の基盤となる資質・能力を育成することを目的
として設置したウェブサイト。 
ＩＣＴ教育推進専門員は、教員が実践するＩＣＴを活用した効
果的な授業に係るモデル事例を集約し、各学校へ共有した
り、文部科学省や東京都教育委員会、まなびポケットで提供
しているデジタルコンテンツの運営会社等が提供する資料
や動画等のリンクを提示したりしている。 
タブレット端末の教員用アカウントからアクセスできる。 
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行 用語 解説内容 

あ 

オンライン 
オンライン授業 

インターネット等のネットワークに接続され、利用できる状態
のこと。また、その状態でタブレット端末等を使用して行う
授業のこと。 

か 

カリキュラム・マネジメント 「社会に開かれた教育課程」の理念の実現に向けて、学校教
育に関わる様々な取組について、児童や学校、地域の実態
を適切に把握し、教育課程に基づき、組織的かつ計画的に
行うことを通して、教育活動の質の向上につなげていくこ
と。 

学習ｅポータル ＧＩＧＡスクール構想で整備された１人１台端末と高速ネット
ワークを活かし、ソフトウェア間の相互運用性を確立してユ
ーザーにとっての操作性を向上させるとともに、教育データ
をより良く活用するために構想された、日本の初等中等教
育向けのデジタル学習環境のこと。 

教育コンテンツ コンテンツとは、電子的な手段で提供する情報の中身。 
教育コンテンツには、児童・生徒が使用する学習ドリル等の
コンテンツも含まれる。 

教育情報セキュリティポリ
シーに関するガイドライン
** 

文部科学省が策定した、学校を対象とした情報セキュリティ
ポリシーの策定や見直しを行う際の参考となるよう、学校に
おける情報セキュリティポリシーの考え方や内容を示したも
の。 

教育相談システム 教育相談とは、子どもに関わる様々な問題や悩みについて
相談に応じ、自立への支援や望ましい関わり方等について
助言等を行う相談業務のこと。 
教育相談システムとは、教育相談の記録や処理方針等の保
管、共有化等を電子的に行うシステムのこと。 

教育相談専門員 大田区の学校教育に通じた会計年度任用職員。初任者や２・
３年次教員、中堅教諭等に対し、区立小中学校を訪問し、授
業改善に向けた指導・助言等を行う。 

教職員勤怠管理システム 出退勤や休暇管理、旅行命令などの庶務に関する事務の効
率化を図るためのシステム。 

校務支援システム 文書管理や成績処理、児童・生徒の出席管理などの学校事
務を電子的に行うシステムのこと。 

個別最適化 
個別最適化された学び 

児童・生徒一人ひとりの能力や適性に応じて最適化された
学びのこと。 

コミュニケーションツール 意思疎通や情報共有等を行う際に利用される道具の総称。 

コンテンツ 電子的な手段で提供する情報の中身。 

さ 

採点支援システム 答案用紙をスキャナーで読み込み、電子的に採点を行うこ
とで業務の効率化を図るシステムのこと。 

情報モラル 
情報モラル研修 

情報モラルとは、情報社会で適正な活動を行うための基に
なる考え方と態度のこと。 
情報モラル研修とは、これらの指導に関する教員研修のこ
と。 

セキュア 情報やシステム、通信路などが保護されて安全な状態にあ
ること。 

セキュリティルール 情報セキュリティを確保するために定めるＩＣＴ機器の使用
上のルール。 

ソフトウェア コンピュータの処理手順を示すプログラムの総称。 
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行 用語 解説内容 

た 

第四次産業革命  １８世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化であ
る第１次産業革命、２０世紀初頭の分業に基づく電力を用い
た大量生産である第２次産業革命、１９７０年代初頭からの
電子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化で
ある第３次産業革命に続く、ＡＩ（人工知能）、ＩｏＴ（モノのイン
ターネット化）などを使うことによって起こる技術革新のこ
と。 

中央教育審議会 文部科学省に設置されている諮問機関。 
教育・芸術・文化に関する基本的重要施策につき調査・審議
する機関。 

デジタル教科書 紙の教科書の内容の全部をそのまま記録した電磁的記録で
ある教材のこと。また、文字や画像の拡大機能、音声再生機
能、動画再生機能等の補助教材がある。 

特別支援学級 小学校、中学校において、障がいのある児童・生徒に対し、
障がいによる学習上又は生活上の困難を克服するために設
置される学級。大田区では、固定学級と通級指導学級があ
る。固定学級は、知的障害学級、通級指導学級は、弱視、難
聴、言語障害学級として設置している。 

な 

ネットワークシステム ハードウェア、ソフトウェアなどを相互に通信できるようにし
た状態のこと。 

は 

ハードウェア システムの物理的な構成要素を指す。機械、装置、設備のこ
と。 

不登校特例校 不登校特例校とは、在籍校への復帰が困難な不登校児童・
生徒を支援するため、児童・生徒の実態に配慮した特別の教
育課程を編成して教育を実施する学校。開校には文部科学
省の指定を受ける。 
不登校特例校分教室は、将来的に学校としての不登校特例
校へ移行することを前提とした、分教室型の不登校特例校
で、大田区では令和３年度に中学生対象の「みらい学園中等
部」を開室した。 

プログラミング教育 社会が情報技術によって支えられていること、プログラムが
社会の発展に大きく貢献していること等について、児童・生
徒がプログラミングを体験しながら理解を深め、論理的に考
える力を身に付けるための学習活動。 

プログラミング的思考 自分が意図する一連の活動を実現させるために、どのよう
な動きの組み合わせが必要であり、一つ一つの動きに対応
した記号を組み合わせたらよいのか、記号の組み合わせを
どのように改善していけば、より意図した活動に近付くの
か、といったことを論理的に考えていく力。 
東京都教職員研修センターでは、プログラミング的思考を、
以下の①から⑥までの流れに整理している。 
①どのような目的で、どのような一連の活動をさせたいの 
か、という意図を明確にし、②その一連の活動を実現するた
めに、どのような動きが必要なのかを考え、③一つ一つの動
きをコンピュータ等が理解できる命令（記号）に置き換え、④
置き換えた命令（記号）をどのように組み合わせればよいの
かを考え、⑤その命令（記号）の組合せをどのように改善す
れば意図した一連の活動により近付いていくのかというこ
とを、⑥論理的に考え、表現していく力。 
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行 用語 解説内容 

ま 

マニュアルサイト 保守業者による大田区学校ＩＣＴヘルプデスク。校務システム
を除く、ＩＣＴ全般のマニュアルが提示されている。 
「よくある問い合わせ」や「問い合わせ先」の一覧等もあり、
ICTの使い方に困った際に、アクセスするウェブサイト。 
「顔認証本登録依頼」「転入生アカウント作成依頼」「パスワー
ドリセット依頼」「アカウント削除依頼」「Chromebook回
収依頼」「その他問い合わせ」等の各種申請フォームもマニュ
アルサイトからアクセスできる。 

モバイルルーター パソコンやタブレット端末等を外出先でインターネットに接
続するための小型の通信機器のこと。 

ら 

リモート リモートとは遠隔の意。 

ロボティクス ロボットの設計・政策・制御を行うロボット工学のこと。これ
からのロボットは、インターネットにつながったセンサーから
データを収集、ＡＩ（人工知能）で処理して動作する流れが一
般的になると言われており、介護や医療など幅広い分野で
の活躍が期待されている。 
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資料 

 

資料番号 資料名 資料掲載場所 

１ 

 学校教育の情報化の推進に関する法律 

（文部科学省ホームページ） 

 

 

 

2 

 学校におけるＩＣＴ環境の整備について（教育のＩＣＴ

化に向けた環境整備５か年計画（２０１８～２０２２年度） 

 ※２年間延長 （文部科学省ホームページ） 

 

３ 

 「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての

子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協

働的な学びの実現～（答申） （文部科学省ホームペー

ジ） 

 

４  区のＩＣＴ教育環境の整備実績 p.４０ 

５ 

 公正で質の高い教育を目指したＩＣＴ活用の促進条件

に関する研究：２０２０年度全国調査の分析（令和元‐４

年度プロジェクト研究「高度情報技術の進展に応じた教

育革新に関する研究」中間報告書） 

（国立教育政策研究所ホームページ） 

 

６  持ち帰りタブレット端末活用のルール（小学生） p.４１ 

７  持ち帰りタブレット端末活用のルール（中学生） p.４４ 

８ 

 「教育情報セキュリティポリシーに関するガイドライ

ン」公表について 

（文部科学省ホームページ） 

 

※資料の二次元コードは令和５年２月時点に作成したもので、変更となっている場

合があります。 
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資料４ 区のＩＣＴ教育環境の整備実績 

年度 
整備内容 

教務系 校務系 

平成２３年度  区立全小中学校で校務支援シ

ステム（共有フォルダ機能、グ

ループウェア機能）を稼働 

平成２４年度  モデル校（小学校９校、中学校

２８校）で校務支援システム（成

績機能）を稼働 

平成２５年度  区立全小中学校で校務支援シ

ステム（成績機能）を稼働 

文書連絡機能、保健機能を稼

働 

平成２７年度 ＩＣＴ活用推進モデル校（北糀

谷小学校、蒲田中学校）へＩＣＴ

機器（教員用及び児童・生徒用

タブレット端末、電子黒板、書

画カメラ等）を配備 

 

平成２９年度 区立全小中学校へＩＣＴ機器

（教員用及び児童・生徒用タブ

レット端末、電子黒板、書画カ

メラ等）を配備 

 

令和元年度 区立全小学校（館山さざなみ

学校を除く）へタブレット端末

を追加配備 

出退勤機能を稼働 

令和２年度 臨時休業等に備え、貸出用モ

バイルルーターの配備及びタ

ブレット端末の設定変更 

区立全小学校で１人１台のタブ

レット端末の配備完了 

 

令和３年度 区立全中学校で１人１台のタブ

レット端末の配備完了 

区立全中学校で採点支援シス

テムを導入 

令和４年度 区立全小中学校でネットワー

ク機器を更新（無線ＬＡＮアクセ

スポイントの性能を向上させ

入替）、通信回線を更新（通信

を安定させるため、通信回線

の機能を向上させ入替） 

全区立小中学校の校務端末へ

メールやＣＭＳ機能を導入 
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資料６ 持ち帰りタブレット端末活用のルール（小学生） 
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資料７ 持ち帰りタブレット端末活用のルール（中学生） 
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